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平成２２年９月３０日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成２１年(ワ)第６１９４号 譲受債権請求承継参加申立事件

（被参加事件 平成１８年(ワ)第１０２７３号 損害賠償請求事件）

口頭弁論終結日 平成２２年６月２４日

判 決

東京都港区＜以下略＞

脱退原告承継参加人（以下「参加人」という ）。

ユ ー エ ム 株 式 会 社

同訴訟代理人弁護士 山 崎 順 一

同 今 村 憲

同 小 林 陽 子

同 酒 迎 明 洋

東京都世田谷区＜以下略＞

被 告 株式会社円谷プロダクション

同訴訟代理人弁護士 遠 山 友 寛

同 水 戸 重 之

同 千 葉 尚 路

同 柴 野 相 雄

同 鈴 木 優

同 坂 井 は る か

タイ王国＜以下略＞

脱 退 原 告 Ａ

主 文

１ 被告は，参加人に対し，１６３６万３６３６円及びこれに対する平成

１８年５月２６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 参加人のその余の請求をいずれも棄却する。
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３ 訴訟費用は，これを６分し，その１を被告の負担とし，その余を参加

人の負担とする。

４ この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告は，参加人に対し，１億円及びこれに対する平成１８年５月２６日から

支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

被告は，別紙第二目録記載の各著作物（以下「本件著作物」という ）の著。

作権者である。参加人は，① 脱退原告は，後記１( )の契約に基づき，被告2

から，本件著作物の日本以外の国における独占的利用権（以下「本件独占的利

用権」という ）の許諾を受けた，② 被告は，日本以外の国において，第三。

者に対し，本件著作物や，同著作物の制作後に被告が制作したいわゆるウルト

ラマンキャラクターの登場する映画作品及びこれらを素材にしたキャラクター

商品の利用を許諾している，③ 上記②の被告の行為は，上記①の許諾契約に

違反するものであり，被告は，脱退原告に対し，上記契約の債務不履行に基づ

く損害賠償義務ないし上記第三者から得た許諾料につき不当利得返還義務を負

う，④ 参加人は，脱退原告から，上記③の損害賠償請求権及び不当利得返還

請求権を譲り受けた，と主張する。

本件は，参加人が，被告に対し，上記損害賠償請求権の一部請求又は上記不

当利得返還請求権の一部請求として，１億円及びこれに対する平成１８年５月

２６日（被参加事件の訴状送達の日の翌日）から支払済みまで商事法定利率年

６分の割合による遅延損害金（不当利得返還請求の場合は，民法７０４条前段

所定の年５分の割合による法定利息 ）の支払を求めた事案である。なお，本。

件は，脱退原告が被告に対して提起した当庁平成１８年(ワ)第１０２７３号損

害賠償請求事件に参加人が独立当事者参加した訴訟であり，脱退原告は，本件
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訴訟から脱退した。

１ 争いのない事実等（末尾に証拠を掲げていない事実は，当事者間に争いがな

い事実又は弁論の全趣旨により認められる事実である ）。

( ) 当事者等1

参加人は，舞台・映像関係，キャラクター等の企画デザイン等を目的とす

る株式会社として設立登記のされた日本法人である。

被告は，劇場用映画及びテレビ用映画の制作供給等を業とする日本法人で

ある。被告は，本件著作物について著作権を有している。

脱退原告は，タイ王国人である。脱退原告は，被告から本件著作物につき

本件独占的利用権の許諾を受けたと主張している。

訴外Ｂは，タイ王国人であり，脱退原告の子である。

( ) 本件独占的利用権の有無に関する脱退原告・被告間の争い2

脱退原告は，別紙第一目録添付の契約書（以下「本件契約書」といい，同

契約書に記載された内容の契約を「本件契約」という ）を所持している。。

本件契約書には，円谷プロド・アンド・エンタープライズ・カンパニー・

リミテッド（ )がチャイヨ・フィルム・カTsuburaya prod.and Enterprise Co.,Ltd

ンパニー・リミテッド( )の社長である脱退原告に対し，Chaiyo Film Co.,Ltd

昭和５１年３月４日付けで，日本を除くすべての国において，期間の定めな

， ， 。く 独占的に 本件著作物について以下の権利等を許諾する旨の記載がある

① 配給権( )（第３条３．１）Distributing Right

② 制作権( )（第３条３．２）Production Right

③ 複製権( )（第３条３．３）Reproduction Right

④ 著作権( )（第３条３．４）Copyright

⑤ 商標( )（第３条３．５）Trademark

⑥ ラジオ・テレビなどのあらゆるマスメディアを介した放送及び全ての新

Broadcasting through any mass media such as聞 に よ る 広 告 権 (
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（ ． ）Radio,Television,etc.and the right to advertise in any newspaper.) 第３条３ ６

⑦ 本件著作物の制作において使用されたオリジナルのモデル及びキャラク

Reproduction of all modelsターについて，商業上の目的のためにする複製(

and characters used in the production of the films.mentioned in article 1 under the

)（第original character by any material and in any form for commercial purposes.

３条３．７）

Transfer the rights mentioned above to the third⑧ 上記権利の第三者への譲渡(

)（第３条３．８）person.

また，本件契約書の末尾には，アルファベットで「Ｃ」と署名がされ（以

下「本件署名」という ，その右横に，株式会社円谷エンタープライズ（以。）

下「円谷エンタープライズ」という ）代表取締役Ｃの記名印及び円谷エン。

タープライズの代表取締役印が押捺されている（上記代表取締役の印影を，

以下「本件印影」という （甲２ 。。） ）

脱退原告は，本件署名は，昭和５１年３月４日に，当時被告及び円谷エン

タープライズの代表取締役を務めていたＣが，東京において脱退原告の面前

で署名したものであり，本件印影は，当時円谷エンタープライズが使用して

いた代表取締役印によるものであって，本件契約書は被告によって真正に作

成されたものであると主張する。

これに対し，被告は，脱退原告と被告との間で本件契約が締結された事実

はなく，本件署名は脱退原告により偽造されたものであると主張する。

( ) 日本の裁判所における本件独占的利用権の有無についての判断3

， ， ， ，ア 被告は 平成９年７月 脱退原告を被告として 東京地方裁判所に対し

脱退原告が日本以外の国において本件著作物についての著作権及び利用権

を有しないことの確認等を求める訴えを提起した（以下「東京訴訟」とい

う 。。）

東京訴訟では，本件契約の成否（本件契約書は真正に成立したものか）
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， ， ，及び本件契約の内容が主たる争点となり 被告及び脱退原告は それぞれ

上記( )と同様の主張をした。2

東京地方裁判所は，平成１５年２月２８日，本件契約書は真正に成立し

たものと認められるが，同契約書は，全体としては，本件著作物について

の独占的な利用権につきライセンスを付与するものであると認められ，著

作権の譲渡契約であるとは解されないことなどを理由に，被告の請求のう

ち，脱退原告が本件著作物についての著作権を有しないことの確認を求め

る部分は認容したものの，脱退原告が本件著作物についての利用権を有し

ないことの確認を求める部分等については，これを棄却する旨の判決（以

下「東京地裁判決」という ）を言い渡した（甲４ 。。 ）

また，東京訴訟において，脱退原告は，本件契約により，被告から脱退

原告に対し，本件著作物についての著作権だけでなく，ウルトラマンシリ

ーズの将来の作品の著作権ないし独占的利用権についても与えられたもの

であると主張したが，東京地裁判決は，本件契約書は第１条によりライセ

ンスの対象となる映画を本件著作物に特定していることなどから，上記脱

退原告の主張は認められないとした。

イ 東京地裁判決に対し，被告及び脱退原告は，いずれも東京高等裁判所に

控訴した。控訴審において，脱退原告は，主位的反訴請求として，脱退原

告が日本以外の国において本件著作物の著作権を有することの確認を求

め，予備的反訴請求として，脱退原告が本件独占的利用権を有することの

確認を求めた。

東京高等裁判所は，平成１５年１２月１０日，東京地裁判決とほぼ同様

の理由により，被告及び脱退原告の控訴並びに脱退原告の主位的反訴請求

をいずれも棄却し，脱退原告の予備的反訴請求を認容する旨の判決（以下

「東京高裁判決」という ）を言い渡した（甲５ 。。 ）

ウ 被告は，東京高裁判決に対して上告及び上告受理の申立てをした。最高
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裁判所は，平成１６年４月２７日，同上告を棄却し，本件を上告審として

受理しない旨の決定をした。これにより，東京高裁判決は，確定した。

( ) タイ王国の裁判所における本件独占的利用権の有無についての判断4

ア 被告は，平成９年１２月，タイ王国の国際貿易・知的財産中央裁判所に

対し，脱退原告及びＢほか２名を相手方として，脱退原告は本件著作物に

ついてタイ王国における著作権を有しておらず，被告から利用の許諾も得

ていない，本件契約書は脱退原告が偽造したものであるなどと主張して，

本件著作物についてのタイ王国における脱退原告ほか３名の著作権侵害行

為の差止め及び損害賠償等を求める訴えを提起した（以下「タイ訴訟」と

いう 。。）

国際貿易・知的財産中央裁判所は，平成１２年４月４日，刑事及び民事

両事件についての被告の告訴及び請求を却下する旨の判決をした。

イ 被告は，上記判決を不服とし，タイ王国の最高裁判所に上告した。タイ

王国最高裁判所の国際貿易・知的財産部は，平成２０年２月５日，本件契

約書は偽造されたものと認められるとして，脱退原告に対し，本件契約に

基づく権利主張及び本件契約の使用の禁止並びに被告の本件著作物に関す

る著作権の侵害等を理由とする損害賠償金の支払等を命じ，脱退原告の反

訴請求（脱退原告が日本以外の国において本件著作物についての著作権を

有することの確認等を求めたもの）を棄却する旨の判決（以下「タイ最高

裁判決」という ）を言い渡した。。

( ) 中華人民共和国（以下「中国」という ）の裁判所における本件独占的5 。

利用権の有無についての判断

， （ 「 」 。）脱退原告 チャイヨプロダクション有限公司 以下 チャイヨ社 という

及び広州市鋭視文化伝播有限公司（以下「広州鋭視」という ）は，平成１。

７年９月３０日，中国の広東省広州市中級人民法院に対し，被告，上海円谷

企画有限公司（以下「上海円谷」という ，上海音像出版社（以下「上海。）
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音像」という ）及び広州購書中心有限公司（以下「広州購書」という ）。 。

を被告とする訴えを提起した（以下「中国訴訟」という 。。）

中国訴訟において，脱退原告らは，脱退原告は本件契約に基づき本件著作

物について日本以外の国における著作権を有しており，チャイヨ社は脱退原

告から本件著作物について中国における使用権の許諾を受け，広州鋭視はチ

ャイヨ社から上記使用権の許諾を受けていることを主張し，被告及び上海円

谷が上海音像及び広州購書に対してウルトラマン作品の利用を権限なく許諾

し，上海音像及び広州購書が，権限のない許諾によるものであることを知り

ながらウルトラマン作品の製造販売を行ったことは，脱退原告らの上記著作

権ないし使用権を侵害するものであるとして，被告らに対し，ウルトラマン

作品のＶＣＤ盤の製造・販売及び許諾行為の差止め，謝罪広告並びに賠償金

１００万人民元の支払を求めた。

広東省広州市中級人民法院は，平成２１年９月１６日付けで，本件契約書

が真正に成立したとは認められず，脱退原告は本件著作物について著作権を

有するものとは認められないことを理由に，脱退原告及びチャイヨ社の請求

を棄却する旨の判決をした（乙３０ 。）

脱退原告及びチャイヨ社は，同判決を不服とし，広東省高等裁判所に対し

て上告した。

( ) 参加人の設立6

， ， 。参加人は 平成２０年１１月１８日 設立の登記がされた株式会社である

参加人の取締役は，脱退原告の知人であるＤ及びＢらであり，Ｄが同社の代

表取締役である。

２ 争点

( ) 本件訴訟の国際裁判管轄（争点１）1

( ) 本件の準拠法（争点２）2

( ) 本件契約の成否及び内容（争点３）3
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ア 本件契約の成否，効力及び存否（争点３－１）

イ 本件契約に基づく被告の債務の内容（争点３－２）

( ) 被告の債務不履行及び不当利得の有無（争点４）4

( ) 脱退原告は参加人に対して損害賠償請求権ないし不当利得返還請求権を5

有効に譲渡したか（争点５）

( ) 商事消滅時効の成否（争点６）6

３ 争点に関する主張

( ) 争点１（本件訴訟の国際裁判管轄）について1

［被告の主張］

ア 条理により我が国の国際裁判管轄が否定されること

， ，我が国の国際裁判管轄の有無を判断するについては 当事者間の公平や

裁判の適正・迅速の理念により，条理に従って決定するのが相当である。

被告の住所地等が日本国内にあっても，我が国で裁判を行うことが上記理

念に反する特段の事情があるときは，我が国の国際裁判管轄を否定すべき

である。

本件では，次のとおり上記特段の事情が存在するので，我が国の国際裁

判管轄は否定される。

(ア) 国際訴訟競合

前記１(5)のとおり，脱退原告は，被参加事件の訴え提起に先立ち，

中国において中国訴訟を提起し，被告が上海音像及び広州購書に対して

本件著作物等の複製，販売を許諾したことが本件契約の債務不履行に当

たると主張し，被告ほか３名に対し，損害賠償を請求している。

また，後記( )のとおり，脱退原告及び参加人は，本件訴訟及び被参5

加事件において，被告による本件契約の債務不履行行為の一つとして，

被告が上海音像及び広州購書に対して本件著作物等の複製，販売を許諾

したことを挙げ，債務不履行に基づく損害賠償を請求している。



- 9 -

したがって，本件訴訟と中国訴訟とは国際訴訟競合の状況にある。中

国訴訟は被参加事件より前に提起されたものであり，審理も相当程度進

んでいるから，日本で本件訴訟の審理を行うことは，被告に対して再度

の応訴を強制するものであり，極めて不当である。

(イ) 本件に関する証拠は日本以外の国に存在すること

本件訴訟において参加人が主張する被告の債務不履行行為は，もっぱ

ら，タイ王国及び中国等のアジア諸国において行われたものであり，こ

れに関する証拠や証人も，国外にのみ集中している。仮に，本件訴訟に

ついて我が国の国際裁判管轄を認めれば，被告は，国外から上記証拠の

取寄せ及び証人の呼出しを行ったり，証拠収集等の便宜のために，日本

の訴訟代理人とは別の代理人を国外で新たに選任するか，少なくとも，

翻訳や通訳等が必要不可欠となるなど，不必要な労力と膨大な費用，多

大な時間を要することになる。

(ウ) 本件の準拠法が日本法ではないこと

本件訴訟において，日本以外の国での被告の行為が問題とされるので

あれば，そのような案件は，通常，日本の著作権法等が適用されるもの

ではないため，上記行為が行われた国々の法律に準拠して，実体法の解

釈，適用を行う必要が生ずる。また，両当事者が外国法の適用関係につ

いて主張，立証をし合う場合，通常の何倍もの時間，費用及び労力が発

生する。

イ 民事訴訟法（以下「民訴法」という ）１４２条を適用又は趣旨を類推。

適用して本件訴えを却下すべきであること

前記ア(ア)のとおり，本件訴訟は，同訴訟の提起に先立ち訴えの提起さ

れた，同一当事者間の同一請求の訴訟（中国訴訟）と一部重複するもので

ある。

したがって，民訴法１４２条の趣旨を類推して，本件訴えを却下すべき
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である。仮に，本件訴え全部を却下することができないとしても，少なく

とも，中国訴訟に係る請求と同一の請求をする部分については，民訴法１

４２条を適用又は類推適用して，訴えを却下すべきである。

［参加人の主張］

ア 条理により我が国の国際裁判管轄が認められること

被告は，日本法人であり，その本店所在地は日本である。したがって，

被告を相手方として提起された本件訴訟の国際裁判管轄が我が国に認めら

れることは明らかである。被告の主張は，次のとおり，理由がない。

(ア) 国際訴訟競合について

我が国で提起された訴訟は，外国で既に係属する訴訟と請求の趣旨及

び原因において重なる部分がある場合であっても，一律に禁止されてい

るものではない。国内訴訟であれば民訴法の規定により管轄が認められ

る場合において，なお，我が国裁判所の国際裁判管轄を認めるか否かを

条理に基づき判断する場合の一要素として考慮されるにとどまる。

そして，我が国の訴訟において被告が訴訟の二重性を判断要素の一つ

として主張し得るためには，当該外国裁判所の確定判決の効力が民訴法

１１８条により認められ，民事執行法２４条により我が国で執行できる

ことを要する。中国の現裁判実務が民訴法１１８条４号に定める相互の

保証の要件を充たさないことは，我が国裁判所の確定判決の中国におけ

る執行可能性を包括的に否定した，１９９４年中国最高人民法院による

司法解釈（甲２２）の存在により，明らかである。

また，被告は，平成１６年に東京高裁判決が確定し，脱退原告が本件

独占的利用権を有することが確認されたにもかかわらず，同判決の確定

以降に，中国において脱退原告から本件独占的利用権に基づく再許諾を

受けた業者ないしその取引先に対し，連続して５件の訴訟を提起した。

そのため，中国の主たる利用権被許諾者である広州鋭視の主動により中
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国訴訟が提起されたものであり，中国訴訟の主たる目的は，被告らに対

する差止め及び謝罪広告を得ることにある。中国訴訟における損害賠償

請求額は，１００万人民元（約１５００万円）にすぎず，被参加事件及

び本件訴訟における請求額よりはるかに少額であり，中国訴訟において

主張されている被告の債務不履行行為も，本件訴訟において主張されて

いる債務不履行行為より地域的範囲が狭い。以上の事情からすれば，中

国訴訟における請求に賠償金請求が含まれている事実をもって，脱退原

告が賠償請求の唯一の機会として中国訴訟における請求を選択したもの

として，我が国での損害賠償請求を許さないこととするのは，衡平を欠

く。

(イ) 本件に関する証拠が被告の手元又は管理下に存在すること

被告による本件契約の債務不履行及び参加人の主張する損害額算定の

証拠となる，契約書や実施料報告書等の書証のほぼすべては，被告の手

元に存在するか，又は，被告の管理下に存在する。本件訴訟を我が国の

， 。裁判所で審理したとしても 被告に格別の証拠提出上の負担は生じない

(ウ) 本件の準拠法が日本法であること

後記( )のとおり，本件契約の債務不履行に基づく損害賠償請求及び2

本件不当利得返還請求の準拠法は，日本法である。また，準拠法のいか

んは，我が国の国際裁判管轄権を左右する要素ではない。

イ 民訴法１４２条の適用ないし類推適用は認められないこと

国外訴訟は，我が国の裁判権のらち外にある。したがって，国外訴訟と

その後に我が国で提起された訴訟との間で請求の趣旨及び原因に重複する

部分があっても，国内の後訴について民訴法１４２条が適用されることは

ない。

( ) 争点２（本件の準拠法）について2

［参加人の主張］
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ア 債務不履行に基づく損害賠償請求について

本件契約は，法の適用に関する通則法（以下「通則法」という ）の施。

。 ，行日である平成１９年１月１日以前に締結されたものである したがって

本件契約の債務不履行に基づく損害賠償請求に関する準拠法は，通則法附

則３条３項により，法例に従って定められる。

本件契約書には契約準拠法についての明文の規定がなく，かつ，本件契

約の対象は日本以外の全世界における本件著作物の独占的利用権であるか

， 。 ，ら 準拠法に関する当事者の意思が直ちに分明であるとはいえない また

脱退原告と被告が，中国訴訟において，本件契約の準拠法を中国法とする

旨を合意した事実はない。

， ， ，したがって 法例７条２項に従い 本件契約の成立及び効力の準拠法は

行為地法となる。本件契約は，当時被告の代表取締役であったＣが，日本

において，脱退原告の面前で，作成，署名及び交付したものであるから，

同契約における行為地は日本であり，本件契約の準拠法は日本法である。

イ 不当利得返還請求について

本件訴訟における不当利得返還請求は，後記( )のとおり，平成１９年5

１月１日以前に被告の得た利益ないし脱退原告が被った損失に基づくもの

である。したがって，上記不当利得返還請求の準拠法は，通則法附則３条

４項により，法例１１条１項に従って定められ 「其原因タル事実ノ発生，

シタル地 ，すなわち，利得の発生した地の法となる。被告は，日本，中」

国及びタイ王国に所在する各ライセンシーに対してライセンス付与行為を

行い，当該ライセンシーからライセンス料を被告に送金させているもので

あるから，利得発生地は日本であり，準拠法は日本法である。

［被告の主張］

ア 債務不履行に基づく損害賠償請求について

脱退原告と被告は，中国訴訟において本件契約の準拠法を中国法とする
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ことを合意したものであり，本件契約の準拠法は中国法である。中国の民

， ，事訴訟制度では 当事者が相手方の主張に対して異議を申し立てない場合

相手の主張に同意したものとみなされる。被告が中国訴訟において本件契

約の準拠法を中国法とすべきことを主張したのに対し，脱退原告は何ら異

議を述べなかったから，脱退原告は，被告の主張に同意したものである。

イ 不当利得返還請求について

本件訴訟における不当利得返還請求の準拠法は，タイ法ないし中国法で

ある。

参加人の主張は，被告がタイ法人及び中国法人との間で本件著作物等に

係るライセンス契約を締結し，不当にライセンス料を得ることによって，

脱退原告がタイ王国ないし中国内で利益を得る機会を奪われたというもの

であると解されるが，そうであるとすれば 「其原因タル事実ノ発生シタ，

ル地 （法例１１条１項）は，タイ王国ないし中国である。」

( ) 争点３－１（本件契約の成否，効力及び存否）について3

［被告の主張］

ア 本件契約の不成立及び無効

， ，被告が脱退原告との間で本件契約を締結した事実はなく 本件契約書は

脱退原告が偽造したものであり，真正に成立したものではない。

本件契約書が偽造されたものであり，本件契約が成立した事実がないこ

とについては，① 本件署名はＣの筆跡ではない旨の筆跡鑑定結果が存在

すること（乙２～４ ，② 本件契約書には，本件著作物について何らの）

権限も有しない円谷エンタープライズの記名押印がされているだけで，本

件著作物の著作権者である被告の住所や商号は記載されていないこと（な

お，本件契約書には 「 」という会社名， Tsuburaya prod.and Enterprise Co.,Ltd

が記載されているが，かかる会社は実在しない ，③ 本件契約書には，。）

本件著作物の作品名や制作本数等について多数の誤記が存在しており，ウ
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ルトラマン映画の作品名や制作本数を熟知していたＣが真に本件契約書を

作成したのであれば，このような間違いを犯すことはあり得ないこと，④

本件契約が締結されたとされる昭和５１年当時，被告は，既に株式会社

東京放送等に対して日本国外における本件著作物の独占的利用権を許諾し

（ ）， ，ていたものであり 乙５～１５ 本件契約の内容はこれに矛盾すること

⑤ 被告は，昭和５１年以後も日本国外において第三者に対して本件著作

物の利用を許諾しており，脱退原告もこれを知っていたが，脱退原告は，

Ｃの生前は被告に対して本件契約違反の事実を指摘しなかったこと，⑥

脱退原告が，本件契約の存在を公表し，被告に対して同契約に基づく権利

行使をしたのは，Ｃの死後であり，同契約の締結から約２０年後である平

成８年になってからであること，などの事実から明らかである。

また，本件著作物は被告の重要な財産であり，本件契約は脱退原告に対

してその日本国外における無期限の独占的利用権を許諾するというもので

あるから，本件契約を締結するに際しては 「重要な財産の処分 （会社， 」

法３６２条第４項第１号）に該当するものとして被告の取締役会の決議が

必要であったにもかかわらず，かかる決議は存在しない。したがって，本

件契約は，上記規定に違反し無効である。

なお，東京高裁判決は，前記１( )のとおり，その理由中において本件3

契約の成否及び効力について判断しているが，確定判決の既判力は理由中

の判断には及ばないので，被告は，本件訴訟において本件契約の成否及び

効力を争うことができる。

イ 本件契約は終了していること

仮に，本件契約が有効に成立していたとしても，同契約は，当時Ｃない

し被告が脱退原告に対して負っていた総額１１万米ドルの支払債務の返済

を担保するためにされたものであり，同債務が完済されるまでの間，脱退

原告が本件契約による許諾を受けた本件著作物の利用権を行使して，それ
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によって得られた収益を上記債務の弁済に充当するためのものである。

そうすると，脱退原告は，本件契約後に同人が行った本件著作物に関す

るライセンス事業により上記総額１１万米ドルの債権を回収しているもの

であるから，本件契約は，既に終了している。

［参加人の主張］

ア 本件契約は有効に成立していること

脱退原告と被告は，昭和５１年３月４日に本件契約を締結し，脱退原告

は，同契約に基づき本件独占的利用権を取得した。本件契約書は，当時被

告の代表取締役であったＣが作成し，本件署名をしたものである。

本件契約書が真正に成立したものであり，本件契約が有効に成立したも

のであることについては，東京地裁判決及び東京高裁判決の理由中でも認

定されており，東京高裁判決は確定している。

被告が本件訴訟において本件契約の成立及び有効性について争うこと

は，上記確定判決の既判力に反する。また，たとえ理由中の判断であって

も，後訴において同判断と矛盾する主張をし，前訴における紛争をむし返

すことは，信義則に反することが明らかであり，許されない。

イ 本件契約は存続していること

本件契約は，債権を担保するためにされたものではなく，Ｃが，同人の

脱退原告に対する債務の支払に代えて，脱退原告に本件独占的利用権を譲

渡したものである。本件契約が脱退原告のＣないし被告に対する債権を担

， 。保するためのものであることについては 本件契約書にも一切記載がない

また，東京高裁判決は，本件独占的利用権の譲渡が一種の代物弁済とし

てされたものであることを認定している上，被告は，東京訴訟において，

上記［被告の主張］イの主張をし得たにもかかわらず，これをしなかった

ものである。したがって，被告の主張は，東京高裁判決の既判力に違反す

るものであり，許されない。
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( ) 争点３－２（本件契約に基づく被告の債務の内容）について4

［参加人の主張］

ア 本件著作物及び同著作物に登場するウルトラマンキャラクターについて

東京高裁判決は，脱退原告が本件独占的利用権を有することを確認して

おり，同判決は，その独占的利用権について一切の限定を付していない。

したがって，同判決は，脱退原告が本件著作物につき日本以外の国におい

てその国の著作権法により認められるすべての支分権に属する行為を行う

独占的権利を有することを確認したものであり，この範囲に関しては，本

件著作物の著作権者である被告の行為も排除を受ける。

被告は，本件契約に基づき，日本以外の国における本件著作物の放映や

複製，販売を第三者に許諾してはならないという債務を負う（本件契約書

第３条３．１，３．３）ほか，本件著作物に映画画像として登場する別紙

ウルトラマンキャラクター一覧表（以下「別紙一覧表」という ）記載( )。 1

の各キャラクター（以下「旧ウルトラマンキャラクター」という ）を素。

材とするキャラクター商品の複製，販売その他の利用行為を第三者に許諾

してはならないという債務を負う（同条３．７ 。）

イ 本件著作物が制作された後に制作されたウルトラマン映画及び同映画に

登場するウルトラマンキャラクターについて

本件契約に基づき脱退原告に付与された本件独占的利用権は，本件著作

物を翻案・変形した著作物（二次的著作物）を制作し，利用する独占的権

利を含む（本件契約書第３条３．２，３．３ 。仮に，かかる権利が本件）

独占的利用権に含まれないとしても，脱退原告が本件著作物ないし旧ウル

トラマンキャラクターについて独占的利用権を有する以上，被告が同キャ

ラクターに類似するキャラクターの利用を第三者に許諾してはならないこ

とは，当然である。また，二次的著作物は，原著作物の表現を利用するも

のであるから，二次的著作物の利用行為は，必然的に原著作物の利用を伴
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うものである。したがって，被告は，本件契約に基づき，本件著作物の二

次的著作物の日本以外の国における利用を第三者に許諾してはならないと

いう債務を負う。

被告は，本件著作物を制作した後も，いわゆるウルトラマン映画作品を

制作し これらの映画には 別紙一覧表記載( )のキャラクター 以下 新， ， （ 「2

ウルトラマンキャラクター」といい 「旧ウルトラマンキャラクター」と，

併せて「ウルトラマンキャラクター」と総称する。また，ウルトラマンキ

， 「 」 。）ャラクターの登場する映画を総称して 以下 ウルトラマン映画 という

が登場する。これらの新ウルトラマンキャラクターないし同キャラクター

， 。の登場するウルトラマン映画作品は 本件著作物の二次的著作物といえる

したがって，被告が上記キャラクターないし映画作品の日本以外の国に

おける利用を第三者に許諾する行為は，本件契約に違反する。

［被告の主張］

ア 本件著作物及び旧ウルトラマンキャラクターについて

本件契約は，脱退原告に対し，マスター・ライセンシーの立場でライセ

ンス契約を締結する権限を付与したものであり，本件契約書の第２条にお

ける「独占的権利 （ ）とは 「脱退原告と同じ立場のマス」 ，Exclusive rights

」 。ター・ライセンシーを新たに設定することを禁止する という意味である

なお，マスター・ライセンシーとは，ライセンサーが，ライセンシーに対

し，特定の商品及びサービスに限定しない広範囲のカテゴリーの権利の使

用を許諾し，当該ライセンシーが他の第三者を選定し，特定の商品及びサ

ービスごとに，個別に許諾地域内でサブライセンス（再許諾）をすること

を可能とする権利を付与する場合における，当該ライセンシーのことをい

う。

， ， ， ，このように 本件契約は 被告が自ら本件著作物を利用したり 被告が

別途マスター・ライセンシーを設定するのではなく，個別に第三者にライ
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センスを付与することまで禁じているものではない。

本件契約の内容が上記のとおりであり，参加人の主張するような強大な

， ，権利を脱退原告に付与するものではないことについては ① 脱退原告は

本件契約の締結当時から現在まで，自らウルトラマン商品の製造・販売等

を行うのではなく，本件著作物の利用権につきサブライセンスを付与する

事業を行っているにすぎないこと，② 被告は，昭和５１年当時，既に，

脱退原告以外の会社に対して日本国外における本件著作物の独占的利用権

を許諾していたものであり，脱退原告もこれを認識していたこと，③ 脱

退原告の説明によれば，本件契約は，Ｃが脱退原告に返済すべき２０万米

ドル近くの金員の返済を免除する代わりに締結されたとのことであり，仮

にそのことが事実であったとしても，本件著作物は，その価値が計り知れ

ないものであり，被告にとって最も重要な財産であることから，かかる重

要性を認識していたＣが，上記程度の金額の債務の支払に代えて，ロイヤ

リティの最低保証等の基本的な定めも置かずに，ライセンサー自らの本件

著作物の利用やライセンス契約の締結までも無期限に禁止するような本件

契約を締結することはあり得ないこと，などの事情から明らかである。

イ 本件著作物が制作された後に制作されたウルトラマン映画及び新ウルト

ラマンキャラクターについて

， ． 「 」参加人は 本件契約書の第３条３ ３に記載された Reproduction Right

（複製権）が新ウルトラマンキャラクターに対しても及ぶと主張する。し

Reproduction all modelsかしながら，本件契約書には，上記「 」の対象が 「，

，すなわand characters used in the production of the films mentioned in article 1」

ち「第 条において言及されているフィルムの制作において用いられたモ1

デルやキャラクター」であることが明確に定められている。さらに，同条

には 「 ，すなわち 「元来のキャラクターに基， 」 ，under the original character

づく」旨が記載されていることから，元来のキャラクター（旧ウルトラマ
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ンキャラクター）以外のウルトラマンキャラクターまでもが上記複製権の

対象に含まれると解釈することは，不可能である。

参加人は，本件契約書の第３条３．２に記載された「 」Production Right

（制作権）とは，二次的著作物の制作権を意味するとも主張する。しかし

ながら 「制作権」という用語自体，著作権法における用語ではなく，そ，

の意味は不明である。いわゆる翻案権は，英語では「 」と表現さadaptation

れるものであり 「文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」，

での翻案権の表記も「 （同条約第２条，同第１２条）とされてadaptations」

いることからしても 「 」の記載が翻案権を示すものでは， Production Right

ないことは明らかである。まして，被告が創造した二次的著作物までも脱

退原告が利用することができ，かつ，その利用が独占的なものであるとい

う権利であるというところまで「 」なる文字から読み取るProduction Right

ことは，不可能である。

， ，被告は すべてのウルトラマン関係キャラクターの著作権者であるから

本件契約以降にどのようなキャラクターを創造し，ビジネス上利用するの

も自由であって，特段の合意がなければ，脱退原告により新ウルトラマン

キャラクターの利用を制限されるいわれはない。

( ) 争点４（被告の債務不履行及び不当利得の有無）について5

［参加人の主張］

被告は，次のとおり，日本以外の国において第三者に対して，ウルトラマ

ン映画ないしウルトラマンキャラクター商品の複製・販売のライセンスを付

与することにより，本件契約に違反した。脱退原告は，かかる被告の債務不

履行により，上記第三者に対してウルトラマン映画等の利用を許諾してライ

センス料を得る機会を失い，被告が上記ライセンシーから得たライセンス料

相当額の損害を被った。なお，上記ライセンス契約が締結された当時，脱退

原告は，チャイヨ社を通じて，タイ王国及び中国においてライセンス事業を
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展開していたものであり，かかるライセンス契約を締結する実績及び能力を

十分に有していた。

また，被告は，上記行為により，法律上の原因なくライセンス収入を利得

し，脱退原告は，同額の損失を被った。被告は，自ら本件契約を締結しなが

， ，ら 本件著作物に関する日本以外の国における利用許諾をしたのであるから

法律上の原因のないことについて悪意であることは明らかである。

被告の平成１３年度及び平成１４年度の事業収入における年間平均ライセ

ンス収入及び放送収入（合計１２億５０００万円）のうち，国外収入が占め

る割合は１０分の１を下らないので，その１０年分（被参加事件の訴え提起

の日である平成１８年５月１８日からさかのぼって１０年間）のライセンス

収入及び放送収入は，１２億５０００万円を下らない。参加人は，本件訴訟

において上記損害ないし損失のうち１億円の支払を求める（以下，上記損害

賠償請求権を 本件損害賠償請求権 といい 上記不当利得返還請求権を 本「 」 ， 「

件不当利得返還請求権」という 。その内訳は，次のとおりである。。）

ア 株式会社バンダイとの取引

被告は 平成８年９月１日 日本法人である株式会社バンダイ 以下 バ， ， （ 「

ンダイ」という ）に対し 「ウルトラマン 「ウルトラセブン 「帰っ。 ， 」， 」，

てきたウルトラマン 「ウルトラマンエース 「ウルトラマンタロウ ，」， 」， 」

「ウルトラマンレオ 「ザ・ウルトラマン 「ウルトラマン８０ ，」， 」， 」

ULTRAMAN TOWARDS THE FUTURE THE ULTIMATE「 」，「ウルトラマン：

」及び「ウルトラマンティガ」の全キャラクターの名前，ロゴ，シHERO

ンボル，商標，著作権，類似品，描写及び写真について，ライセンス期間

を１年４か月として，韓国，香港，マカオ，台湾，シンガポール，マレー

シア，フィリピン，タイ王国及びインドネシアにおける利用権につき，ラ

イセンスを付与した（甲７の１，２。以下「本件ライセンス契約①」とい

う 。。）
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バンダイは，一貫して，ウルトラマンキャラクター商品の国内・国外を

通じた主要なライセンシーであり，上記ライセンス期間は現在に至るまで

更新されている。また，ライセンス対象地域，同対象物等は，後記イない

しトの各ライセンシーに対するそれと比較し，極めて広範である。

したがって，バンダイに対するライセンス付与行為に基づき脱退原告に

生じた損害は，上記１億円から後記イないしトのライセンシーに対するラ

イセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害（合計５６９６万５８９

８円）を控除した金額（４３０３万４１０２円）と推定する。

イ ルンシィーローワニット社との取引

被告は，平成９年３月１７日，タイ法人であるルンシィーローワニット

社に対し 「ウルトラマンティガ」のテレビシリーズについて，タイ王国，

におけるテレビ放送権につき，ライセンスを付与した（甲１５。以下「本

件ライセンス契約②」という 。。）

本件ライセンス契約②のライセンス料は６万２４００米ドルであるか

， ，ら 当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損失は

７６１万２８００円（１ドル＝１２２円で換算。以下同じ）を下らない。

ウ メェーンポォーン社との取引

被告は，平成１３年６月１２日，タイ法人であるメェーンポォーン社に

対し 「ウルトラマンティガ」のテレビシリーズについて，タイ王国にお，

けるビデオの複製・販売につき ライセンスを付与した 甲１６ 以下 本， （ 。 「

件ライセンス契約③」という 。。）

本件ライセンス契約③のライセンス料は５万２０００米ドルであるか

， ，ら 当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損失は

６３４万４０００円を下らない。

エ ＶＮＫトレーディング社との取引

被告は，平成１４年６月１０日，タイ法人であるＶＮＫトレーディング
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社に対し 「ウルトラマンティガ」のテレビシリーズについて，タイ王国，

におけるビデオの複製・販売につき，ライセンスを付与した（甲１７。以

下「本件ライセンス契約④」という 。。）

本件ライセンス契約④のライセンス料は６万７２９４．２４米ドルであ

るから，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損

， （ 。 。失は ８２０万９８９７円 １ドル＝１２２円で換算 １円未満は切捨て

以下同じ ）を下らない。。

オ ビ．ブウーンインターナショナル社との取引

被告は，平成１４年９月１７日，タイ法人であるビ．ブウーンインター

ナショナル社に対し ウルトラマンティガ ウルトラマンダイナ ウ，「 」，「 」，「

ルトラマンガイア」及び「ウルトラマンコスモス」のテレビシリーズに登

場するキャラクターの名前，ロゴ，シンボル，商標，著作権，類似品，描

写及び写真のタイ王国における利用につき，ライセンスを付与した（甲１

８。以下「本件ライセンス契約⑤」という 。。）

本件ライセンス契約⑤のライセンス料は２万１３３４．３７米ドルであ

るから，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損

失は，２６０万２７９３円を下らない。

カ タイベディング社との取引

被告は，平成１４年９月１９日，タイ法人であるタイベディング社に対

し 「ウルトラマンティガ 「ウルトラマンダイナ 「ウルトラマンガイ， 」， 」，

ア」及び「ウルトラマンコスモス」のテレビシリーズに登場するキャラク

ターの名前，ロゴ，シンボル，商標，著作権，類似品，描写及び写真のタ

イ王国における利用につき，ライセンスを付与した（甲１９。以下「本件

ライセンス契約⑥」という 。。）

本件ライセンス契約⑥のライセンス料は１万２９８３．６３米ドルであ

るから，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損
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失は，１５８万４００２円を下らない。

キ ローズビデオ社との取引

被告は，平成１４年１１月２５日，タイ法人であるローズビデオ社に対

し 「ウルトラマンゼアス１」及び「同２」について，タイ王国における，

複製・販売のライセンスを付与した（甲２０。以下「本件ライセンス契約

⑦」という 。。）

本件ライセンス契約⑦のライセンス料は９２００米ドルであるから，当

該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損失は，１１

２万２４００円を下らない。

ク ネスレ社との取引

被告は，平成１５年４月１１日，タイ法人であるネスレ社に対し 「ウ，

ルトラマンティガ 「ウルトラマンダイナ」及び「ウルトラマンガイア」」，

， ， ， ， ， ， ，について キャラクターの名前 ロゴ シンボル 商標 著作権 類似品

描写及び写真のタイ王国における利用につき，ライセンスを付与した（甲

２１。以下「本件ライセンス契約⑧」という 。。）

本件ライセンス契約⑧のライセンス料は，６４９１．８４米ドルである

から，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損失

は，７９万２００４円を下らない。

ケ ルナインターナショナル社との取引

被告は，香港法人であるルナインターナショナル社に対し，タイ王国に

おいてウルトラマンキャラクター商品を開発，使用及びサブライセンスを

する権利につき，ライセンスを付与した（甲２５。以下「本件ライセンス

契約⑨」という 。。）

本件ライセンス契約⑨のライセンス料については明らかでないが，同契

約におけるライセンス対象物はキャラクター商品であり，本件ライセンス

契約⑤，⑥及び⑧におけるライセンス対象物と類似するので，上記３社と
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のライセンス契約において定められたライセンス料の合計額（４万０８０

９．８４米ドル）を各ライセンス期間の合計（３年間）で除して算出され

た金額（１万３６０３．２８米ドル＝１６５万９６００円）を年間平均ラ

イセンス料と推定する。なお，被告は，他のライセンシーとの間において

は少なくとも１年間のライセンス期間を定めていることから（甲７～２

１ ，本件ライセンス契約⑨についても，少なくとも１年間のライセンス）

期間が定められていたものと推定する。

したがって，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害な

いし損失は，１６５万９６００円を下らない。

コ プラコプロダクト社との取引

被告は，タイ法人であるプラコプロダクト社に対し，タイ王国において

ウルトラマンキャラクター商品を開発，使用及びサブライセンスをする権

， （ 。 「 」利につき ライセンスを付与した 甲２５ 以下 本件ライセンス契約⑩

という 。。）

上記ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損失は，

本件ライセンス契約⑨と同様に，１６５万９６００円を下らない。

サ ドルダインダストリアル社との取引

被告は，米国法人であるドルダインダストリアル社に対し，タイ王国に

おいてウルトラマンキャラクター商品を開発，使用及びサブライセンスを

する権利につき，ライセンスを付与した（甲２５，２６。以下「本件ライ

センス契約⑪」という 。。）

また，同社に対しては，被告が少なくとも３年間のライセンスを付与し

ていたことが明らかなので（甲２５，２６ ，ライセンス期間は３年間を）

下らないものと推定する。

したがって，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害な

， ，いし損失は 同契約とライセンス対象物が類似する本件ライセンス契約⑤
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⑥及び⑧の年間平均ライセンス料（１６５万９６００円）の３倍である４

９７万８８００円を下らない。

シ ユニコーンテレビ販売社との取引

被告は，タイ法人であるユニコーンテレビ販売社に対し，タイ王国にお

いてウルトラマン映画のテレビ番組及びホームビデオを開発，使用及びサ

ブライセンスする権利につき，ライセンスを付与した（甲２５。以下「本

件ライセンス契約⑫」という 。。）

本件ライセンス契約⑫のライセンス料については明らかでないが，同契

約におけるライセンス対象物はテレビ番組及びホームビデオであり，本件

ライセンス契約②ないし④におけるライセンス対象物と類似するので，上

記３社とのライセンス契約において定められたライセンス料の合計額（１

８万１６９４．２４米ドル）を各ライセンス期間の合計（１５年間）で除

して算出された金額（１万２１１２．９４米ドル＝１４７万７７７８円）

を年間平均ライセンス料と推定する。

したがって，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害な

いし損失は，１４７万７７７８円を下らない。

ス サザンスターインターナショナル社との取引

被告は，タイ法人であるサザンスターインターナショナル社に対し，タ

イ王国においてウルトラマン映画のテレビ番組及びホームビデオを開発，

， （ 。使用及びサブライセンスする権利につき ライセンスを付与した 甲２５

以下「本件ライセンス契約⑬」という 。。）

上記ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損失は，

本件ライセンス契約⑫と同様に１４７万７７７８円を下らない。

セ メディアリンクインターナショナル社との取引

被告は，タイ法人であるメディアリンクインターナショナル社に対し，

タイ王国においてウルトラマン映画のテレビ番組及びホームビデオを開
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発，使用及びサブライセンスする権利につき，ライセンスを付与した（甲

２５。以下「本件ライセンス契約⑭」という 。。）

上記ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損失は，

本件ライセンス契約⑫と同様に１４７万７７７８円を下らない。

ソ ビデオスクウェア社との取引

被告は，タイ法人であるビデオスクウェア社に対し，タイ王国において

ウルトラマン映画のテレビ番組及びホームビデオを開発，使用及びサブラ

イセンスする権利につき ライセンスを付与した 甲２５ ２６ 以下 本， （ ， 。 「

件ライセンス契約⑮」という 。また，同社に対するライセンス期間は，。）

３年間を下らないものと推定する（甲２５，２６ 。）

したがって，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害な

いし損失は，同契約とライセンス対象物が類似する本件契約②ないし④の

年間平均ライセンス料（１４７万７７７８円）の３倍である４４３万３３

３４円を下らない。

タ ライトピクチャー社との取引

被告は，タイ法人であるライトピクチャー社に対し，タイ王国において

ウルトラマン映画のテレビ番組及びホームビデオを開発，使用及びサブラ

イセンスする権利につき ライセンスを付与した 甲２５ ２６ 以下 本， （ ， 。 「

件ライセンス契約⑯」という 。。）

同社についても ライセンス期間は３年間を下らないものと推定する 甲， （

２５，２６ 。）

したがって，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害な

いし損失は，本件ライセンス契約⑮と同様に４４３万３３３４円を下らな

い。

チ ライトインターナショナル社との取引

被告は，タイ法人であるライトインターナショナル社に対し，タイ王国
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においてウルトラマン映画のテレビ番組及びホームビデオを開発，使用及

， （ ， 。びサブライセンスする権利につき ライセンスを付与した 甲２５ ２６

以下「本件ライセンス契約⑰」という 。。）

同社についても ライセンス期間は３年間を下らないものと推定する 甲， （

２５，２６ 。）

したがって，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害な

いし損失も，本件ライセンス契約⑮と同様に４４３万３３３４円を下らな

い。

ツ 上海音像出版社（上海音像）との取引

被告は，同社の１００％子会社である中国法人の上海円谷に対してウル

トラマン作品の使用許諾権を付与し（甲２７ ，上海円谷をして，中国法）

人である上海音像に対し，中国において少なくとも４種類のウルトラマン

映画（ウルトラマン，帰ってきたウルトラマン，ウルトラマンエース，ウ

ルトラマン・レオ）ないしウルトラマンキャラクター商品の複製・販売を

行うことを許諾させた（甲８，甲２８～３２。以下「本件ライセンス契約

⑱」という 。。）

このうち，ライセンス料が明らかであるのは１契約（ 帰ってきたウル「

トラマン に関するもの のみであるが 甲２８ ３１ ライセンス料 延」 ） （ ， 。 （

長期間を含む ）合計５０万人民元 ，ライセンス対象物が類似している。 ）

ため，他のウルトラマン映画についても同額のライセンス料が定められて

いたものと推定する。

したがって，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害な

いし損失は，３２００万円（８００万円（１人民元＝１６円として換算。

以下同じ）×４契約）を下らない。なお，被告は，上海円谷に対して被告

がライセンスした１５作品のうちウルトラマン映画は１作品（ウルトラマ

ン）のみであると主張する（乙３１ 。参加人は，被告の主張を認めるも）
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のではないが，被告も１５作品の一つがウルトラマン映画であることは自

認しているので，本件訴訟では，上記金額の１５分の１に相当する２１３

万３３３３円を請求する。

テ 広州購書中心有限公司（広州購書）との取引

被告は，上海円谷をして，中国法人である広州購書に対し，中国におい

てウルトラマン映画ないしウルトラマンキャラクター商品の複製・販売を

行うことを許諾させた（甲８。以下「本件ライセンス契約⑲」という 。。）

当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害ないし損失は，

本件ライセンス契約⑱による損害ないし損失と同様であり，２１３万３３

３３円を下らない。

ト 海豚出版社との取引

被告は，上海円谷をして，中国法人である海豚出版社に対し，中国にお

けるウルトラマンの冊子の販売につき，ライセンスを付与した（甲９。以

下「本件ライセンス契約⑳」という 。。）

上記契約に基づくライセンス料の額は明らかでないが，当該ライセンス

の対象物は書籍であり，中国内における類似商品を対象とする他のライセ

ンス契約が存在しないため，本件ライセンス契約⑱と同額のライセンス料

が定められていたものと推定する。

したがって，当該ライセンス付与行為に基づき脱退原告に生じた損害な

いし損失は，８００万円を下らない。参加人は，上記ツと同様の理由によ

り，本件訴訟では，上記金額の１５分の１に相当する５３万３３３３円を

請求する。

［被告の主張］

参加人の主張を否認ないし争う。

本件契約における被告の債務の内容は，前記( )［被告の主張］のとおり4

である。これを前提とすると，後記アないしキのとおり，被告に債務不履行
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及び不当利得はない。仮に，被告に利得があるとしても，同利得は被告が第

三者との間でライセンス契約を締結した結果として得られたものであり，法

律上の原因がある。

参加人は，被告の債務不履行により脱退原告は日本国外におけるウルトラ

マン映画等につき，ライセンスを付与する機会を失い，被告の取得したライ

センス収入相当額の損害を被ったと主張するが，同主張は，被告のライセン

シーが日本国外においてウルトラマンキャラクターを利用したビジネスを行

うためには，脱退原告又は同人からライセンスを受けたチャイヨ社とライセ

ンス契約を締結するほかないことを前提とする。しかしながら，脱退原告が

契約締結の機会を喪失したと主張するタイ王国及び中国においては，前記１

( )及び( )のとおり１０年以上の長きにわたり本件契約の有効性が争われて4 5

おり，その間，脱退原告及びチャイヨ社は本件契約上の権利者であるか否か

が確定しない状況にあったものであるから，脱退原告ないしチャイヨ社が，

本件ライセンス契約①ないし⑳の相手方との間でライセンス契約を締結し利

益を得る蓋然性があったとはいえない。さらに，タイ最高裁判決及び中国訴

訟における一審判決により，タイ王国及び中国において脱退原告が本件契約

に基づくウルトラマン映画及びウルトラマンキャラクターの利用権を有しな

いことが確認され，タイ最高裁判決では本件契約に基づくいかなる権利主張

も禁じられたため，これらの国において，脱退原告は，過去及び将来のいか

なる時点においても，ウルトラマン映画等について第三者にライセンスを付

与して利益を得る機会はなかったというべきである。

また，前記( )［被告の主張］のとおり，本件契約は，Ｃないし被告が脱3

退原告に対して負っていた総額１１万米ドルの支払債務の返済を担保するた

めにされたものであり，脱退原告は，本件契約後に同人が行った本件著作物

に関するライセンス事業により，上記総額１１万米ドルの債権を回収してい

ることが認められる。かかる事情に鑑みると，脱退原告ないし参加人が被告
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に対して本件契約の債務不履行に基づく損害賠償及び不当利得の返還を請求

することは，権利の濫用に該当する。

ア 本件ライセンス契約①について

被告がバンダイとの間で甲第７号証の１記載の契約を締結したことは認

める。同契約は，バンダイをマスター・ライセンシーに指定するものでは

ないから，本件契約に違反するものではない。また，上記契約がライセン

スの対象とするウルトラマンキャラクターの大部分は，新ウルトラマンキ

ャラクターである。

イ 本件ライセンス契約②ないし⑧について

被告が本件ライセンス契約②ないし⑧を締結したことは認める。これら

の契約は，いずれも新ウルトラマンキャラクターの利用を許諾するもので

あるから，被告に債務不履行はない。

ウ 本件ライセンス契約⑨，⑩，⑫，⑭及び⑮について

被告がルナインターナショナル社，プラコプロダクト社，ユニコーンテ

レビ販売社，メディアリンクインターナショナル社及びビデオスクウェア

社に対して本件著作物及び旧ウルトラマンキャラクターについてライセン

。 ， ，スを付与していることは認める しかしながら これらの契約の大部分は

新ウルトラマンキャラクターを対象とするものである。

エ 本件ライセンス契約⑪について

本件ライセンス契約⑪の存在については，否認する。

ウルトラコムという米国法人が過去にドルダインダストリアル社に対し

てライセンスを付与したことがあるが，ウルトラコムは，Ｃが被告と無関

係に個人で設立した会社であり，被告との間に資本関係はなく，被告は，

上記ライセンス契約に関与していない。

オ 本件ライセンス契約⑬及び⑯について

本件ライセンス契約⑬及び⑯の存在については，否認する。
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カ 本件ライセンス契約⑰について

被告は，ライトインターナショナル社に対し，本件契約以後に被告が制

作した ウルトラマン のアニメ映画作品 和「 」 『 』（ULTRAMAN SuperFighter

名「ウルトラマン超闘士激伝 ）について，ライセンス契約を締結したこ」

とがあるが，本件著作物に関するライセンス契約を締結したことはない。

キ 本件ライセンス契約⑱ないし⑳について

被告は，上海円谷に対してウルトラマンキャラクター等の使用を許諾し

たが，キャラクターの使用を許諾した１５作品のうち，ウルトラマンキャ

ラクターは 「ウルトラマン」だけである（甲２７，乙３１ 。また，被， ）

告が上海円谷をして上海音像，広州購書及び海豚出版社に対してライセン

スを付与させた事実はない。

上海円谷は被告とは別個の法人であるから，上海円谷が上記会社にライ

センスを許諾する行為が本件契約の債務不履行となるものではない。そし

て，中国法人である上海円谷が上海音像等の中国法人に対してライセンス

を付与する行為の適否については，中国法の適用があり，中国訴訟の一審

判決により本件契約が成立していないことが確認されたため，上記ライセ

ンス行為が中国法上合法であることが明らかとなった。したがって，上記

行為を本件契約の債務不履行と解する余地はない。

また，被告は，上海円谷とライセンス契約を締結するに当たり，上海円

谷からライセンス料を受け取っていないから，被告に不当利得はない。

( ) 争点５（脱退原告は参加人に対して損害賠償請求権ないし不当利得返還6

請求権を有効に譲渡したか）について

［参加人の主張］

脱退原告とＢは，平成１９年３月４日，脱退原告がＢに対し，本件独占的

利用権の行使及び処分の一切について，脱退原告に代わって決定をなす権限

（以下「本権限」という ）を授権することを合意した（乙２５ 。本権限。 ）
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は，脱退原告が被告に対して有する本件契約の債務不履行に基づく既発生及

び未発生の損害賠償請求権等を含む，本件契約に関する又はこれに起因する

一切の権利に及ぶものである。

， ， ， ，Ｂは 平成２０年１２月２４日 本権限に基づき 参加人との間において

本件独占的利用権を脱退原告から参加人に譲渡することにより，参加人の事

。 ，業として本件独占的利用権に基づく事業を展開することを合意した その後

Ｂと参加人は，本件損害賠償請求権及び本件不当利得返還請求権を含む本件

独占的利用権に係る現在及び将来の被告に対する一切の請求権（以下「本件

損害賠償債権等」という ）を参加人に対する事業譲渡の範囲に加えること。

を合意し，平成２１年２月９日を以って本件損害賠償債権等を譲渡した（以

下「本件債権譲渡」という （丙６ 。脱退原告は，これに異議なく，被告。） ）

に対する債権譲渡通知を行い，同通知は，平成２１年２月１０日，被告に到

達した（丙１の１，２ 。）

なお，本件債権譲渡の対価については，本件独占的利用権の譲渡及び本件

債権譲渡のいずれの時点においても，本件独占的利用権に基づく事業全体の

収益性ないし将来性は不明であり，参加人にとって損失を被ることに終わる

リスクも否定できなかったため，対価を合理的に算定することは困難であっ

た。そこで，脱退原告，Ｂ及び参加人は，本件独占的利用権の譲渡の際，参

加人の事業が収益をあげることができた暁には，参加人の事業収益から関係

者間の永年にわたる個人的信頼関係に基づく協議により定まる合理的割合の

金額をＢに支払う旨を合意し，本件債権譲渡の際に，上記収益の分配算定の

根拠として，本件損害賠償債権等の回収額を当然に含む旨を合意した。

なお，上記のとおり，本件債権譲渡の対象には本件不当利得返還請求権も

含まれるものであるが，脱退原告は，念のため，参加人に対して本件不当利

得返還請求権を改めて譲渡し，平成２１年６月２２日付け本件訴え変更申立

書をもって，脱退原告の代理人により上記譲渡を被告に通知した。
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［被告の主張］

ア 債権譲渡の不存在

参加人の主張のうち，脱退原告が参加人に対して１２億５０００万円の

損害賠償請求権を譲渡した旨の通知が平成２１年２月１０日に被告に到達

したことは認め，その余については，不知，否認ないし争う。

Ｄは，雑誌「映画秘宝」の２００９年４月号に掲載された記事の取材に

おいて，脱退原告は本件契約上のすべての権利を平成１９年３月にＢに譲

渡したと回答している（乙２２ 。同回答が事実だとすれば，上記譲渡後）

に脱退原告と参加人との間で本件債権譲渡があったとしても，参加人は，

無権利者である脱退原告から本件契約上の権利を譲り受けることはできな

い。

また，上記債権譲渡通知書には，譲渡の対象債権は損害賠償請求権であ

ると記載されているので，上記債権譲渡の対象に本件不当利得返還請求権

は含まれない。

イ 債権譲渡の無効

仮に，脱退原告から参加人に対して本件債権譲渡がされたとしても，著

作権者である被告の承諾がない以上，参加人は，本件債権譲渡をもって被

告に対抗することはできない。

また，以下のとおり，本件債権譲渡は，通謀虚偽表示，公序良俗違反，

信託法１０条違反及び弁護士法７３条違反により，無効である。

(ア) 通謀虚偽表示

本件債権譲渡は，タイ最高裁判決により脱退原告が本件契約に基づく

権利を主張すること及び本件契約を使用することが禁じられ，同判決を

前提にすれば，脱退原告がウルトラマンキャラクターを用いて利益を得

たときは，被告に対して同利益の吐出しなどの賠償をしなければならな

くなったことを受け，脱退原告と参加人が，タイ最高裁判決上の義務を
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潜脱する意図で行ったものである。このことは，① 本件債権譲渡にお

， ， ，いて 契約書は作成されておらず 何らの対価の合意もされていないが

脱退原告は，従前，本件著作物の利用権に基づきキャラクタービジネス

を展開し，収入を得ていたはずであり，契約書も作成せずに本件損害賠

償請求権を無償で参加人に譲渡することは，不自然極まりなく，経済合

理性の観点からもあり得ないこと，② 参加人は，平成２０年２月にタ

イ最高裁判決が出された後，同年１１月に，突然日本で設立されたもの

， ， ，であり その設立直後に本件債権譲渡がされていること ③ 参加人は

本件訴訟活動以外に特段の事業を行っておらず，その取締役４名のうち

２名は，脱退原告の息子であるＢ及びタイ王国人であるＥであり，両名

はチャイヨ社の取締役であること，などから明らかである。また，脱退

原告は，日本国内に住所を持たないタイ王国人であることから，被告の

申立てに基づき，平成１８年６月１３日付けで１２００万円の担保提供

命令を受け（乙３６ ，同額を供託していたところ，本件訴訟を脱退し）

， 。た後 平成２２年２月２４日付けで訴訟費用負担決定を申し立てている

このことは，本件債権譲渡の目的には，参加人に訴訟行為をさせること

により，供託済みの担保金を取り戻すこともあったことがうかがえる。

上記事情から，本件債権譲渡は通謀虚偽表示であると推認される。

(イ) 公序良俗違反

本件契約書が偽造書類であることは，タイ最高裁判決によって確定し

ている。したがって，本件契約書上の権利である本件損害賠償請求権等

を譲渡する行為（本件債権譲渡）は，タイ王国法上，第三者又は公衆に

対して損害をもたらす態様で文書偽造罪という犯罪により生じた文書を

利用又は引用する罪（タイ王国刑法２６８条）を構成するとともに，国

際的な犯罪行為を防止する目的で制定された「国際的な組織犯罪の防止

に関する国際連合条約 （乙２４。以下「本件条約」という ）に規定」 。
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する国際的な組織犯罪を構成する。

したがって，本件債権譲渡の有効性を認めることは，結果的に，日本

の国家機関がタイ王国刑法の定める違法な犯罪行為を追認，助長する結

果となり，本件条約に違反するとともに，今後も，かかる違法行為を積

極的に作出する事態を招来するおそれがある。このような結果は，国家

間の国際秩序を規律する日本国憲法上の国際協調主義の理念に違背す

る。また，本件債権譲渡により，日本法人である参加人も，タイ王国刑

法上の処罰の対象となり得る。

このように，本件債権譲渡の効力を肯定することは日本国内における

「公の秩序」の混乱を招来するものであるから，本件債権譲渡は，公序

良俗に反し無効である。

(ウ) 信託法１０条違反

， 。 ，本件債権譲渡に至る経緯は 上記アのとおりである 本件債権譲渡は

脱退原告が，タイ王国での刑事罰の適用を潜脱し，本件訴訟で得た利益

の取り戻しを困難ならしめるという，社会的に不当な利益を追求するた

めに，参加人を設立し，本件訴訟の遂行を参加人に信託的に承継させ，

参加人名義で本件訴訟を行わせるという形で，裁判制度を利用するため

にされたことは明白である。本件債権譲渡について脱退原告と参加人の

間に譲渡対価の定めがなく，その一方で本件訴訟において参加人が勝訴

して得た訴訟上の利益を分配する旨の約定が存在することからすれば，

本件債権譲渡は，脱退原告を委託者とし，参加人を受託者兼受益者及び

Ｂを受益者とする信託であり，訴訟信託の典型例であるといえ，信託法

１０条に違反し，無効である。

(エ) 弁護士法７３条違反

本件債権譲渡に至る経緯は，上記アのとおりである。このように，参

加人は，脱退原告から本件損害賠償請求権及び本件不当利得返還請求権
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を譲り受け，本件訴訟を遂行しているものであり，また，参加人の主張

を前提とすれば，参加人は，本件独占的利用権に基づく事業展開の一環

として本件損害賠償請求権等を譲り受け，参加人自身の事業として本件

訴訟を遂行するということであるから，今後も，反復継続して，脱退原

告から被告その他の第三者に対する損害賠償請求権等を譲り受け，これ

を実行する意思を有するものである。

したがって，参加人の行為は 「他人の権利を譲り受けて，訴訟・・，

， 」（ ）・によつて その権利の実行をすることを業とする 弁護士法７３条

ものであり，弁護士法７３条に違反し無効である。

［被告の主張に対する参加人の反論］

ア 本件債権譲渡は通謀虚偽表示によるものではないこと

本件債権譲渡がされた経緯については，前記［参加人の主張］のとおり

である。本件債権譲渡は，通謀虚偽表示によるものではない。

イ 本件債権譲渡は公序良俗に反するものではないこと

日本においては，東京高裁判決により脱退原告が本件独占的利用権を有

することが確認されており，タイ最高裁判決こそ，我が国の公序に反する

違法なものである。また，本件条約は 「締約国は，国の主権平等及び領，

土保全の原則並びに国内問題への不干渉の原則に反しない方法で，この条

約に基づく義務を履行する （同条約４条）と規定しており，東京高裁。」

判決に従えば何ら犯罪とならない本件債権譲渡について，本件条約を持ち

出す余地はない。

ウ 本件債権譲渡は信託法に違反するものではないこと

本件損害賠償請求権等は，確定的に参加人に移転し，その資産に帰属し

ている。参加人は，本件損害賠償請求権等を分割管理などしていないし，

その義務も負っていない。

参加人による本件損害賠償請求権及び本件不当利得返還請求権の回収
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は，脱退原告から譲り受けた本件独占的利用権に基づく事業活動の一部と

して行うものであり，自己の利益のためにする行為である。

このように，参加人には，信託の法形式に名を借りて他人間の法的紛争

に介入し，司法機関を利用しつつ不当な利益を追求する目的など認められ

ず，弁護士代理の原則及び訴訟信託の禁止を潜脱するものでもない。

エ 本件債権譲渡は弁護士法に違反するものではないこと

弁護士法７３条は，業務上の権利譲受け及び実行行為を全面的，一般的

に禁止するものではなく，自己の本来の事業とは無関係に，権利譲受け及

び実行行為それ自体を継続反復する意思を持って行うことを「業とする」

ことを，禁止するものと解すべきである。

参加人は，本件契約に基づき脱退原告が取得，保有していた権利を包括

的に譲り受け，脱退原告による著作物利用事業を承継したのであって，本

件損害賠償請求権及び本件不当利得返還請求権は，脱退原告が上記事業に

関して被った損害の賠償請求権であることに基づき，参加人が譲り受けた

ものである。

このように，参加人は，あくまで，脱退原告から譲り受けて自己のもの

となった事業に属する権利の実現のために本件訴訟を追行しているのであ

って，自己の事業と離れて，譲り受けた権利を実行するための訴訟行為等

を継続反復して行う意思はなく，権利の譲受け及びその実行をすることを

「業とする」ものではない。

( ) 争点６（商事消滅時効の成否）について7

［被告の主張］

ア 債務不履行に基づく損害賠償請求について

本件契約の債務不履行に基づく損害賠償請求権は，商行為によって生じ

た債務に基づく請求権であるから，商法５２２条の商事消滅時効の規定が

適用される。被告は，平成２１年６月２６日の本件第２５回弁論準備手続
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期日において，本訴が提起された平成１８年５月１８日から５年をさかの

ぼった平成１３年５月１７日以前に生じた損害賠償請求権について，上記

時効を援用するとの意思表示をした。

イ 不当利得返還請求について

不当利得返還請求権についても，それが商行為によって生じたものであ

る以上，商法５２２条の商事消滅時効の規定が適用される。

本件不当利得返還請求権は，企業の商事契約の不履行によって生じた権

利関係を清算するものであり，企業の取引活動に関連して生じた債権であ

って，企業取引活動の迅速な解決の要請が妥当するものであるから，商事

消滅時効の適用を認めるのが相当である。

被告は，平成２２年４月２０日の本件第３１回弁論準備手続期日におい

て，上記消滅時効を援用するとの意思表示をした。

［参加人の主張］

ア 債務不履行に基づく損害賠償請求について

本件損害賠償請求権は，被告による第三者に対する著作物利用許諾行為

による脱退原告の独占的利用権侵害によるものであり，その行為自体は商

行為であるが，脱退原告と被告との間においてされた商行為によって生じ

た債務不履行ではない。したがって，本件損害賠償請求権に商事消滅時効

の規定は適用されない。

仮に，消滅時効が成立するとしても，被告の債務不履行の態様は，社会

的に許される範囲を著しく逸脱するものであるから，企業取引における法

律関係の迅速な結了を趣旨とする商事消滅時効を被告が援用することは，

信義則に反し，権利濫用に該当する。

イ 不当利得返還請求について

不当利得返還請求権は，法律の規定によって発生する債権であり，商行

。 ，為によって生じた債権に準ずるものと解することもできない したがって
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本件不当利得返還請求権に商事消滅時効の規定が適用されることはなく，

被告の主張は理由がない。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点１（本件訴訟の国際裁判管轄）について

ア 本件訴訟は，外国人である脱退原告が日本法人である被告に対して本件契

約の債務不履行に基づく損害賠償等を求めた訴訟（被参加事件）について，

参加人が独立当事者参加したものである。また，本件契約は，著作物の日本

国外における利用権に関するものであり，参加人は，被告が日本国外におい

て外国法人等にライセンスを付与した行為が債務不履行に当たると主張して

いる。よって，本件訴訟について我が国が国際裁判管轄を有するか否かが問

題となる。

我が国の国際裁判管轄をいかなる場合に肯定すべきかについては，国際的

に承認された一般的な準則が存在せず，国際的慣習法の成熟も十分ではない

ため，当事者間の公平や，裁判の適正・迅速の理念により，条理に従って決

定するのが相当である（最高裁判所昭和５６年１０月１６日第２小法廷判決

・民集３５巻７号１２２４頁，最高裁判所平成８年６月２４日第２小法廷判

決・民集５０巻７号１４５１頁参照 。そして，我が国の民訴法の規定す。）

る裁判籍のいずれかが我が国内にあるときは，我が国で裁判を行うことが上

記理念に反する特段の事情があると認められる場合を除き，原則として，我

が国の裁判所に提起された訴訟事件につき，被告を我が国の裁判権に服させ

るのが相当である（最高裁判所平成９年１１月１１日第３小法廷判決・民集

５１巻１０号４０５５頁参照 。）

， ， ，これを本件についてみると 被告は 日本に本店を有する日本法人であり

我が国で裁判を行うことについて上記特段の事情が存在すると認めるに足り

る証拠もないので，我が国の国際裁判管轄を認めるのが相当である。

これに対し，被告は，脱退原告が被参加事件の訴え提起に先立って提起し
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た中国訴訟と本件訴訟は，請求の一部が重複しており，国際訴訟競合の状況

にあること，本件に関する証拠は日本国外にのみ集中していること，本件の

準拠法は日本法でないことなどを挙げ，本件について我が国で裁判を行うこ

とが上記理念に反する特段の事情があると主張する。

しかしながら，本件訴訟において被告の債務不履行行為として挙げられて

いるのは，日本法人，タイ法人，中国法人等，合計２０社に対してウルトラ

マン映画等の利用を許諾した行為であり，中国訴訟における請求と重複して

いるのは上記２０社のうち２社に対するものにすぎず，請求額も，本件訴訟

の請求額は中国訴訟の請求額を大きく上回っている。

また，本件の証拠を精査しても，本件訴訟に関する証拠が日本国外にのみ

集中していると認めるに足りる証拠はなく，本件の準拠法も，後記( )のと2

おり日本法であると認められる。

したがって，本件について，我が国の国際裁判管轄を否定すべき特段の事

情があると認めることはできず，被告の主張は理由がない。

イ 被告は，本件訴訟は中国訴訟と一部重複するものであるから，民訴法１４

２条を適用又は類推適用して本件訴えを却下すべきであるとも主張する。し

， 「 」 ， ，かしながら 民訴法１４２条にいう 裁判所 とは 日本の裁判所を意味し

外国の裁判所を含まないものというべきである。したがって，この点に関す

る被告の主張も理由がない。

２ 争点２（本件の準拠法）について

( ) 債務不履行に基づく損害賠償請求について1

本件は，外国人である脱退原告が契約当事者となっている本件契約の効力

や外国における被告の行為を問題とするものであり，渉外的要素を含むもの

であるから，準拠法を決定する必要がある。

参加人の主張によれば，本件契約は，通則法の施行日以前である昭和５１

年に，我が国において，被告と脱退原告との間で締結されたものである。
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したがって，本件契約の成立及び効力については，通則法附則３条３項，

法例７条により，当事者による準拠法の選択がある場合は当該選択地の法に

より，当事者による準拠法の選択がない場合は行為地法（同条２項）による

べきものである。

本件契約書には，準拠法についての規定がなく，契約当事者である被告及

び脱退原告において準拠法の選択について合意していたことを認めるに足り

る証拠もないので，本件契約の成立及び効力の準拠法は，本件契約の行為地

である我が国の法によることになる。

これに対し，被告は，中国訴訟において被告が本件契約の準拠法を中国法

とすべきことを主張したのに対し，脱退原告は何ら異議を述べなかったもの

であり，中国の民事訴訟制度における取扱いに従うと脱退原告は被告の主張

に同意したものとみなされると主張する。また，中国訴訟における被告訴訟

（ ） ， 。代理人の作成した証明書 乙４０ 中には 上記主張に沿う部分が存在する

しかしながら，本件契約は，本件著作物の日本以外のすべての国における

独占的利用権を脱退原告に許諾するというものであり，本件契約の成立及び

効力が問題となるのは，必ずしも中国における被告のライセンス行為に限ら

れるものではない。また，前記第１の２( )のとおり，脱退原告は，平成１5

７年９月３０日に中国訴訟を提起した後，平成１８年５月１８日には被参加

事件の訴えを提起しており，被参加事件の審理においては，一貫して，本件

契約の準拠法は日本法であると主張している（弁論の全趣旨 。）

上記事実に鑑みると，仮に，中国訴訟における脱退原告及び被告の行為並

びに中国の民事訴訟制度における取扱いについて，被告の主張するとおりの

事実が存在したとしても，かかる事実は，せいぜい，中国訴訟における請求

の対象となっているものについて，本件契約の準拠法を中国法とすることに

， ，脱退原告が積極的に反対しなかったことを意味するにすぎず それを超えて

脱退原告と被告との間で，中国訴訟を含むあらゆる場面についての本件契約
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の成立及び効力に関する準拠法を中国法とする旨の合意があったとまで認め

ることはできないというべきである。

したがって，被告の上記主張は理由がない。

( ) 不当利得返還請求について2

参加人は，前記第２の３( )のとおり，本件不当利得返還請求権は，通則5

法の施行日である平成１９年１月１日より前である平成１８年以前に発生し

たものであると主張する。

したがって，本件不当利得返還請求権の準拠法は，通則法附則３条４項，

法例１１条により，原因事実発生地，すなわち被告が利益を取得した地の法

となる。参加人は，被告は日本，中国及びタイ王国に所在する各ライセンサ

ーに対してライセンスを付与し，各ライセンシーからのライセンス料を日本

に送金させていると主張するものであるから，被告が利益を取得した地であ

る日本法が準拠法となる。

３ 争点３－１（本件契約の成否，効力及び存否）について

ア 本件契約の成否及び効力について

脱退原告及び参加人と被告との間には，本件契約書が被告により真正に作

成されたものであるか（本件契約の成否）及び本件契約の効力について争い

があり，被告は，本件契約書は偽造されたものであるから本件契約は成立し

ておらず，また，本件契約を締結するに際して被告の取締役会の決議がされ

ていないから本件契約は無効であると主張する。

しかしながら，前記争いのない事実等に加え，証拠（甲４ないし６）及び

弁論の全趣旨によれば，① 被告は，被参加事件の訴えに先立ち，脱退原告

に対して東京訴訟を提起したこと，② 同訴訟においても，本件契約の成否

及び効力が主たる争点となり，被告は，本件契約書は偽造されたものである

から本件契約は成立しておらず，本件契約に際して被告の取締役会の決議は

されていないから本件契約は無効であると主張したこと（なお，契約無効の
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主張は，控訴審において追加されたものである ，③ これに対し，東京。）

地裁判決及び東京高裁判決は，判決主文において脱退原告が本件独占的利用

権を有することを確認し，その理由中において，脱退原告の供述（乙１６）

等の証拠から，本件契約書は真正に成立したものであって，本件契約は成立

しており，本件契約の有効性についても，代表取締役が取締役会の決議を経

ないで重要な財産を処分した場合でも契約自体は原則として有効であること

から，本件契約は有効である旨の判断を示したこと，④ 東京高裁判決は，

最高裁判所により被告の上告が棄却され，上告不受理の決定がされたことに

より，確定したこと，が認められる。また，本件訴訟において，被告は，本

件契約書が偽造されたものであることの裏付けとして，本件契約書がＣの筆

跡ではない旨の筆跡鑑定結果や，本件契約書における誤記等の記載内容，被

告と第三者との間で本件契約当時既に本件著作物の独占的利用権許諾契約が

成立していた事実，脱退原告は本件契約成立後約２０年間も被告に対して同

契約に基づく権利行使をしなかった事実などを挙げるが，前掲各証拠によれ

ば，被告はこれらと同様の主張及び証拠の提出を東京訴訟においても行って

いたことが認められる。

上記事実によれば，本件訴訟における被告の主張中本件契約の成立及び効

力を争う部分は，東京訴訟における主張の実質上のむし返しというべきこと

が明らかである。そして，このように後訴における主張が前訴のそれのむし

返しにすぎない場合には，後訴における主張は，信義則に照らして許されな

いものと解するのが相当である（最高裁判所昭和５１年９月３０日第１小法

廷判決・民集３０巻８号７９９頁，最高裁判所昭和５２年３月２４日第１小

法廷判決・裁判集民事１２０号２９９頁参照 。。）

したがって，本件訴訟においても，証拠（甲２，甲４ないし６，乙１６）

及び弁論の全趣旨に基づき，本件契約は有効に成立したものと認めるのが相

当であり，これに反する被告の主張は理由がないというべきである。
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イ 本件契約の存否について

被告は，仮に，本件契約が有効に成立していたとしても，同契約は，当時

Ｃないし被告が脱退原告に対して負っていた総額１１万米ドルの支払債務の

返済を担保するためにされたものであるから，脱退原告が本件契約後に行っ

た本件著作物に関するライセンス事業により上記債権を回収したことによっ

て，本件契約は終了したと主張する。

しかしながら，前記認定のとおり，被告は本件契約を締結するに当たって

本件契約書を作成したものであるから，本件契約の内容については本件契約

書の記載に従って定められたものと解するのが相当であるところ，本件契約

書には，被告の上記主張に沿う記載は何ら存在しない。かえって，本件契約

書には 「私，Ｃは，第１条記載の全ての動画及び映画のライセンス付与に，

ついて，既に全額を受領済みであることを本契約により宣言し，ここに株式

会社円谷プロド・アンド・エンタープライズを代表し，その社印を押印し，

署名する 」との記載が存在することからすると，本件契約は，被告ないし。

Ｃが，同人らの脱退原告に対する債務の支払に代えて，脱退原告に対して本

件独占的利用権を許諾したものと考えるのが自然である。

したがって，被告の主張は理由がない。

４ 争点３－２（本件契約に基づく被告の債務の内容）について

ア 本件著作物及び旧ウルトラマンキャラクターについて

脱退原告が本件著作物について日本以外の国における独占的利用権を有す

ることについては，東京高裁判決により確認されている。上記利用権は，本

件契約に基づいて脱退原告に付与されたものであるから，同利用権の内容に

ついては，本件契約の内容によって定まるものである。

そこで検討するに，本件契約書は 「ライセンス付与契約書」という表題，

の下に，前文において 「株式会社円谷プロド・アンド・エンタープライズ，

は，脱退原告に対し，以下の契約条項及び契約条件でライセンスを付与する
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ものとする 」と述べた上，第１条において，本件著作物ほか３作の映画を。

特定し，第２条において 「契約地域及び契約期間」として 「ネガプリン， ，

トを初めに制作した日から，日本を除くすべての国における，不特定期間の

独占権」と記載し，第３条において 「ライセンスの範囲」として 「本ラ， ，

イセンス付与契約により生ずる全ての権利は，以下のものを含み，かつ，そ

れらに限定される」とし 「配給権 （３．１ 「複製権 （３．３ 「第１， 」 ）， 」 ），

条記載のフィルムの制作において使用された全てのモデル及びキャラクター

について，全ての素材及びあらゆる形態による，オリジナルのキャラクター

に基づく商業上の目的のためにする複製 （３．７）等を列挙していること」

が認められる（甲２ 。）

上記記載に鑑みると，本件契約書は，第１条で特定した映画についての独

占的な利用権を脱退原告にライセンス（許諾）するものであり，利用権の内

， ，容には 旧ウルトラマンキャラクターを素材とするキャラクター商品を複製

販売等する権利も含まれ，本件契約に基づき，被告が日本以外の国において

第三者に対して本件著作物及び旧ウルトラマンキャラクターの利用を許諾す

ることも禁じているものと認められる。

これに対し，被告は，本件契約は，脱退原告に対してマスター・ライセン

， ，シーの立場でライセンス契約を締結する権限を付与したものであり 被告が

別途マスター・ライセンシーを設定するのではなく，個別に第三者にライセ

ンスすることまで禁ずるものではないと主張する。しかしながら，本件契約

書には被告の上記主張に沿う記載は何ら存在せず，他に同主張を裏付ける証

拠はないから，被告の主張は理由がない。

イ 本件著作物が制作された後に制作されたウルトラマン映画及び新ウルトラ

マンキャラクターについて

参加人は，本件契約に基づき脱退原告に付与された本件独占的利用権は，

本件著作物を翻案・変形した著作物（二次的著作物）を制作し，利用する独
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占的権利を含む（本件契約書第３条３．２，３．３）ものであり，かかる権

利が本件独占的利用権に含まれないとしても，脱退原告が本件著作物ないし

旧ウルトラマンキャラクターについて独占的利用権を有する以上，被告が同

キャラクターに類似するキャラクターの利用を第三者に許諾してはならない

義務を負うことは当然であると主張する。

しかしながら，上記解釈は，① 「 （制作権）という用Production Right」

語は，著作権法における用語ではなく，いわゆる翻案権は，英語では通常

「 」と表記されること，② 本件契約書の第３条の３．７は，ウルadaptation

トラマンキャラクターの利用について 「第１条記載のフィルムの制作にお，

いて使用されたオリジナルのモデル及びキャラクターについて」と，許諾の

対象となるキャラクターを特定して記載しており，本件著作物の二次的著作

物に登場するウルトラマンキャラクターについては，許諾の対象として想定

， ，していないことがうかがえること などの事実と相いれないものであるから

これを採用することはできない。また，本件独占的利用権の内容に本件著作

物の翻案権が含まれない以上，脱退原告が本件著作物の独占的利用権を有す

るからといって，これにより当然に，被告が本件著作物の二次的著作物を制

作したり，被告が制作した二次的著作物を利用したりすることを制限するこ

とができるものではないことは，当然である。したがって，参加人の上記主

張は理由がない。

５ 争点４（被告の債務不履行及び不当利得の有無）について

本件契約に基づく被告の債務の内容については，上記４で判示したとおりで

ある。上記解釈を前提として，被告の債務不履行及び不当利得の有無について

検討する。

( ) 本件ライセンス契約①について1

ア 被告の債務不履行

証拠（甲７の１，２）及び弁論の全趣旨によれば，被告は，平成８年９
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月１日，バンダイに対し 「ウルトラマン 「ウルトラセブン 「帰って， 」， 」，

きたウルトラマン ウルトラマンエース ウルトラマンタロウ ウ」，「 」，「 」，「

ルトラマンレオ 「ザ・ウルトラマン 「ウルトラマン８０ ，」， 」， 」

ULTRAMAN TOWARDS THE FUTURE THE ULTIMATE「 」，「ウルトラマン：

」及び「ウルトラマンティガ」の全キャラクターの名前，ロゴ，シHERO

ンボル，商標，著作権，類似品，描写及び写真について，ライセンス期間

， ， ， ， ，を同日から平成９年１２月３１日までとして 韓国 香港 マカオ 台湾

シンガポール，マレーシア，フィリピン，タイ王国及びインドネシアにお

ける利用権をライセンスしたこと（本件ライセンス契約① ，上記ライセ）

ンス期間は現在に至るまで更新されていること，が認められる。

本件ライセンス契約①における対象物のうち 「ウルトラマン 「ウル， 」，

トラセブン 「帰ってきたウルトラマン 「ウルトラマンエース」及び」， 」，

「ウルトラマンタロウ」は，旧ウルトラマンキャラクターであり，同契約

は韓国等の外国における上記キャラクターの利用を許諾するものであるか

ら，被告が本件ライセンス契約①を締結し，上記ライセンス期間を更新し

たことは，本件契約の債務不履行に当たると認められる。

イ 脱退原告の損害

本件契約は，本件著作物及び旧ウルトラマンキャラクターの日本以外の

， ，国における利用について 脱退原告に独占的利用権を許諾したものであり

被告が，脱退原告の許諾なくして，日本国外において上記本件著作物等の

利用を許諾することについても，禁ずるものである。したがって，日本以

外の国において本件著作物及び旧ウルトラマンキャラクターを利用するこ

とを希望する者は，脱退原告との間で本件著作物等の利用許諾契約を締結

する以外に方法はなかったものと認められる。また，証拠（甲３４）及び

弁論の全趣旨によれば，脱退原告は，本件ライセンス契約①が締結及び更

新された当時，チャイヨ社を通じて，タイ王国及び中国において，ウルト
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ラマン映画及びウルトラマンキャラクター等に関するライセンス事業を展

開していたことが認められる。

よって，被告が本件ライセンス契約①を締結し，上記ライセンス期間を

更新したことにより，脱退原告は，本件ライセンス契約①の相手方である

バンダイとの間でこれと同様の内容のライセンス契約を締結し，本件ライ

センス契約①所定のライセンス料を得る機会を失ったものと認められる。

本件ライセンス契約①のライセンス料については，全正味販売額のうち

卸売価格の７．０％（ライセンシーがライセンサーに対して日本国内市場

の小売価格に対しロイヤリティを支払済みである製品については，卸売価

格の５．５％）と定められている（第２条(ａ)）ほか，上記ライセンス期

間（平成８年９月１日から平成９年１２月３１日まで）に適用される最低

（ ）ロイヤリティ保証金を４５０万円とする旨が定められている 第２条(ｄ)

（甲７の１，２ 。）

一方，本件における証拠を精査しても，上記の正味販売額の具体的金額

を認めるに足りる証拠はないので，本件では，上記最低保証金をもって，

本件ライセンス契約①により被告の得たライセンス料，すなわち脱退原告

の逸失利益と認めるのが相当である。そして，上記のとおり本件ライセン

ス契約①はその後も更新されていると認められ，同契約におけるライセン

ス期間は１６か月間（平成８年９月１日から平成９年１２月３１日まで）

であるため，平成１８年５月１８日までの間に，７回の更新（平成１０年

１月１日，同１１年５月１日，同１２年９月１日，同１４年１月１日，同

１５年５月１日，同１６年９月１日，同１８年１月１日をそれぞれ始期と

するもの ）がされたものと認められ，これらの契約に基づく最低ロイヤ。

リティ保証金の合計額は３６００万円（４５０万円×８）となる。また，

本件ライセンス契約①の対象となるウルトラマンキャラクター１１個のう

ち，旧ウルトラマンキャラクターは，上記のとおり５個であることが認め
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られる。

36,000,000 5/11そこで 上記３６００万円に１１分の５を乗じた金額 ×， （

＝ （円 。ただし，１円未満切捨て ）をもって，本件契約の債16,363,636 ） 。

務不履行に基づく脱退原告の損害と認めるのが相当である。

ウ 被告の不当利得

本件独占的利用権は，民法７０３条にいう「財産」に該当し，無断実施

者がこれによって「利益」を得，独占的利用権者たる他人に損失を及ぼし

たときは，不当利得として同利益を返還すべき義務を負うといえる。本件

では，本件契約に違反して本件ライセンス契約①を締結しライセンス料を

， ，得た被告の行為により 本件独占的利用権を有する脱退原告に損失が生じ

他方，被告に利得が生じていることは，明らかである。また，被告は，本

件契約を締結しながら，同契約に違反する内容の本件ライセンス契約①を

締結し，これを更新したものであるから，上記利得に法律上の原因がない

ことについて，悪意であったと認められる。

よって，脱退原告は，被告に対し，上記イの損害額と同額の不当利得返

還請求権を取得したものと認められる。

これに対し，被告は，上記利得は被告が第三者との間でライセンス契約

を締結した結果として得られたものであり，法律上の原因があると主張す

る。しかしながら，参加人が主張する利得とは，被告がライセンス料相当

額の支払を免れたことであり，被告が本件独占的利用権の対象となる旧ウ

ルトラマンキャラクターの利用を許諾した以上，脱退原告に対してライセ

ンス料相当額の支払を免れる法律上の原因はないので，被告に利得がない

とはいえず，被告の主張は理由がない。

( ) 本件ライセンス契約②ないし⑧について2

被告が本件ライセンス契約②ないし⑧を締結していることについては，当

事者間に争いがない。
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しかしながら，これらの契約においてライセンスの対象とされたウルトラ

マンキャラクター（ウルトラマンティガ，ウルトラマンダイナ，ウルトラマ

ンガイア，ウルトラマンコスモス，ウルトラマンゼアス１，同２）は，いず

れも新ウルトラマンキャラクターである。

したがって，被告が上記契約を締結したことは，本件契約の債務不履行と

は認められず，これにより被告が法律上の原因なく利益を得たとも認められ

ない。

( ) 本件ライセンス契約⑨ないし⑰について3

参加人は，被告が，タイ法人等外国法人との間で，タイ王国においてウル

トラマンキャラクター商品を開発，使用及びサブライセンスする権利につき

ライセンスを付与したり（本件ライセンス契約⑨ないし⑪ ，ウルトラマン）

映画のテレビ番組及びホームビデオを開発，使用及びサブライセンスする権

利につきライセンスを付与したりした（本件ライセンス契約⑫ないし⑰）と

主張し，ライセンス期間は，１年間（本件ライセンス契約⑨，⑩，⑫ないし

⑭）又は３年間（同⑪，⑮ないし⑰）であると主張する。また，証拠（甲２

５，２６）によれば，タイ王国で発行された１９９７年（平成９年）９月３

０日付けの新聞及び２０００年（平成１２年）７月２０日付けの新聞に，次

のような内容の，被告による広告（タイ王国の企業に対する告知）が掲載さ

れたことが認められる。

「被告にライセンスを付与された以下の企業のみが，タイ王国においてウル

トラマンキャラクターを開発，使用，サブライセンスする確実な権利を有

していることを通知する。

キャラクター商品：バンダイ，ルナインターナショナル社，プラコプロ

ダクト社，ドルダインダストリアル社（なお，平成

１２年の広告には，バンダイ及びドルダインダスト

リアル社のみが記載されている ）。
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テレビ番組及びホームビデオ：

ビデオスクウェア社，ルンシィーローワニット社，

ユニコーンテレビ販売社，サザンスターインターナ

ショナル社及びメディアリンクインターナショナル

社（なお，平成１２年の広告には，ビデオスクウェ

ア社及びルンシィーローワニット社のみが記載され

ている ）。

被告からライセンスされたテレビ番組及びホームビデオ：

ライトピクチャー社及びライトインターナショナル

社」

しかしながら，ウルトラマンキャラクターには，旧ウルトラマンキャラク

ターのほかに新ウルトラマンキャラクターも含まれるものであり，上記広告

が掲載された平成９年及び平成１２年当時においても，既に相当多数の新ウ

ルトラマンキャラクターが登場済みであることが認められる（別紙一覧表記

載( )参照 。そうすると，上記広告の記載だけでは，上記広告に掲載され2 。）

た会社に対して被告が利用を許諾したものが，本件著作物又は旧ウルトラマ

ンキャラクターなのか，本件著作物が制作された後に制作されたウルトラマ

ン映画又は新ウルトラマンキャラクターなのか，明確でないといわざるを得

ない。また，上記広告には，被告が上記会社との間で締結したライセンス契

約の具体的内容（ライセンス期間，ライセンス料等）については何ら記載さ

れておらず，他に上記契約内容を認めるに足りる的確な証拠はない。

したがって，本件では，被告がライセンス契約の存在を否定するもの（本

件ライセンス契約⑪，⑬，⑯，⑰）についてはもちろん，被告がライセンス

契約の締結及びライセンス対象物の一部に本件著作物又は旧ウルトラマンキ

ャラクターが含まれることを認めているもの（本件ライセンス契約⑨，⑩，

⑫，⑭，⑮）についても，これらの契約を締結することにより，脱退原告が
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いかなる損害ないし損失を被ったのかを認めるに足りる的確な証拠はないと

いうべきである。

よって，本件ライセンス契約⑨ないし⑰に係る参加人の主張は，理由がな

い。

( ) 本件ライセンス契約⑱ないし⑳について4

参加人は，被告が同社の子会社である上海円谷に対してウルトラマン作品

の使用許諾権を付与し，上海円谷をして上海音像，広州購書及び海豚出版社

に対してウルトラマンキャラクター商品の複製，販売を行うことなどを許諾

させることにより，脱退原告は本件ライセンス契約⑱ないし⑳のライセンス

料相当額の損害及び損失を被ったと主張する。また，証拠（甲８，９，２８

ないし３２）及び弁論の全趣旨によれば，上海円谷から上海音像に対して，

平成１０年４月１７日付けで「帰ってきたウルトラマン」の，同年１０月８

日付けで「ウルトラマンエース」の，平成１１年７月２８日付けで「ウルト

ラマン」の，それぞれ中国におけるＶＣＤ及びビデオ・カセットを生産，発

行及び販売する権利につきライセンスが付与されたこと，並びに，上海円谷

から海豚出版社に対して，中国における「ウルトラマン」冊子を販売する権

利につきライセンスが付与されたこと，が認められる。

しかしながら，上海円谷は，被告の子会社であるとはいえ，被告とは別個

の法人であるから，上海円谷が上海音像等との間で本件著作物又は旧ウルト

ラマンキャラクターの利用についてライセンス契約を締結し，ライセンス料

を得たとしても，かかる行為をもって当然に被告による本件契約の債務不履

行又は被告による不当利得と認めることはできない。

仮に，上記ライセンス契約が上海円谷の親会社である被告の意向により締

結されたものであるとしても，本件では，上海円谷と広州購書及び海豚出版

社との間で締結されたライセンス契約の締結時期，ライセンス期間，ライセ

ンス料等の具体的内容について，これを認めるに足りる的確な証拠はない。
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また，上海円谷と上海音像との間でライセンス契約が締結されたのは上記の

とおり平成１０年又は平成１１年であるところ，後記７のとおり，平成１３

年５月１８日以前に発生した本件損害賠償請求権については，商事消滅時効

の成立が認められる。

よって，本件ライセンス契約⑱ないし⑳に係る参加人の主張は，理由がな

い。

( ) タイ最高裁判決との関係について5

以上のとおり，被告は，本件ライセンス契約①を締結してこれを更新し，

バンダイからライセンス料を得ることによって，本件契約に違反し，脱退原

告に対して１６３６万３６３６円の損害及び損失を与えたものと認められ

る。

これに対し，被告は，タイ最高裁判決により，タイ王国において脱退原告

が本件契約に基づくウルトラマン映画及びウルトラマンキャラクターの利用

権を有しないことが確認され，本件契約に基づく脱退原告のいかなる権利主

張も禁じられたものであるから，脱退原告は，タイ王国において過去及び将

来のいかなる時点においても，ウルトラマン映画等について第三者にライセ

ンスを付与して利益を得る機会はなかったと主張する（なお，前記( )アの1

とおり，本件ライセンス契約①の対象地域にはタイ王国が含まれている 。。）

しかしながら，上記タイ最高裁判決は，本件契約書が偽造されたものであ

り，本件契約の成立は認められないとの判断を前提とするものであり，かか

る判断は，我が国における確定判決である東京高裁判決及び本件訴訟におけ

る当裁判所の前記認定と全く相反するものである。そして，本件契約の成否

及び本件契約の内容に関する当裁判所の前記認定に従えば，本件独占的利用

権を有する脱退原告が，タイ王国において本件著作物ないし旧ウルトラマン

キャラクターのライセンス事業を行うことは，何ら違法なものではなく，そ

うである以上，被告による本件ライセンス契約①の締結等により，脱退原告
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は上記ライセンス機会を失ったものと認めるのが相当であり，被告の上記主

張は理由がない。

( ) 権利濫用の抗弁について6

被告は，本件契約はＣないし被告が脱退原告に対して負っていた債務の返

済を担保するためにされたものであり，同債務が返済済みであることや，上

記内容のタイ最高裁判決の存在等の事情に鑑みると，本件損害賠償請求及び

本件不当利得返還請求は権利の濫用に当たるとも主張する。

しかしながら，本件契約がＣらの債務の返済を担保するためにされたもの

， 。 ，とは認められないことについては 前記３イで認定したとおりである また

タイ最高裁判決の存在が本件損害賠償請求及び本件不当利得返還請求が権利

濫用であることを基礎付けるに足りる事実とならないことは，上記( )に判5

示したところから明らかであり，被告の上記主張は理由がない。

６ 争点５（脱退原告は参加人に対して損害賠償請求権ないし不当利得返還請求

権を有効に譲渡したか）について

( ) 債権譲渡の有無について1

証拠（丙１の１，２，丙２の１，２，丙５，６，１３）及び弁論の全趣旨

によれば，① 脱退原告は，参加人に対し，平成２０年１２月２４日，本件

独占的利用権を譲渡し，参加人の事業として本件独占的利用権に基づく事業

を展開することを合意したこと，② 脱退原告は，参加人に対し，平成２１

年２月９日，前記５( )アの損害賠償請求権を含む，本件契約の債務不履行1

に基づく損害賠償請求権を譲渡し，被告に対して債権譲渡通知をしたこと，

③ 脱退原告は，参加人に対し，遅くとも平成２１年６月２２日（訴え変更

申立書の作成日）までに，前記５( )ウの不当利得返還請求権を含む，本件1

契約の債務不履行に起因する不当利得返還請求権を譲渡し，被告に対して債

， ， 。権譲渡通知をしたこと が認められ 同認定を左右するに足りる証拠はない

これに対し，被告は，脱退原告は本件契約上のすべての権利を平成１９年
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３月にＢに譲渡したものであり，上記譲渡後に脱退原告と参加人との間で本

件債権譲渡があったとしても，参加人は無権利者である脱退原告から本件契

約上の権利を譲り受けることはできない，と主張する。

しかしながら，仮に，上記①ないし③の債権譲渡に先立ち，これらの権利

が脱退原告からＢに譲渡されていたとしても，本件では，脱退原告から被告

に対してその旨の債権譲渡通知はされていないことから，脱退原告がこれら

の権利を参加人に対して二重に譲渡したとしても，同譲渡が当然に無効とな

るものではなく，被告の主張は理由がない。

( ) 債権譲渡の効力について2

被告は，本件債権譲渡は脱退原告と参加人がタイ最高裁判決上の義務を潜

脱する意図で行ったものであり，このような債権譲渡の目的や，参加人が設

立され本件債権譲渡が行われた時期，本件債権譲渡において対価の合意がさ

れておらず，参加人の役員に脱退原告の子が加わっていること，本件債権譲

渡はタイ王国刑法に違反し国際的な組織犯罪を構成するものであることなど

の事実を考慮すると，本件債権譲渡は，通謀虚偽表示に基づく無効なもので

， ， 。あると推定され かつ 我が国の公序に反する無効なものであると主張する

また，被告は，本件債権譲渡は参加人に訴訟行為をさせることを主たる目

的とする信託行為であるから信託法１０条に違反し，かつ，参加人は他人の

権利を譲り受けて訴訟その他の手段によってその権利の実行をすることを業

として上記債権を譲り受けたものであるから弁護士法７３条に違反し，無効

であるとも主張する。

確かに，本件債権譲渡がされるまでの経緯，すなわち，タイ最高裁判決が

出されて数か月後に日本において参加人が設立され，同判決により脱退原告

による権利主張等が禁止された本件独占的利用権や本件契約に基づく損害賠

償請求権等が脱退原告から参加人に譲渡され，譲渡後直ちに参加人が被参加

事件に独立当事者参加していることなどからすると，本件債権譲渡が行われ
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た背景に，タイ最高裁判決による不利益をできるだけ避けようとする脱退原

告の意図が存在することがうかがえる。

しかしながら，タイ最高裁判決における本件契約の成否に関する判断が我

が国における確定判決及び当裁判所の認定と相反するものであることについ

ては，前記５( )のとおりであり，当裁判所における認定に従えば，脱退原5

告が被告に対して本件損害賠償請求権及び本件不当利得返還請求権を行使す

ることは，何ら違法となるものではないから，かかる権利を脱退原告が参加

人に譲渡することが，我が国の公序に反するものとは認め難い。

また，前掲( )の証拠によれば，本件債権譲渡の際に参加人から脱退原告1

に対して特段の対価は支払われていないと認められるものの，この点につい

て，脱退原告及び参加人は，本件債権譲渡の対価については，本件独占的利

用権に基づく事業全体の収益性ないし将来性が不明であることなどを考慮し

て，参加人の事業が収益をあげることができたときに，事業収益から合理的

。 ， ，割合の金額を支払う旨を合意したと述べている そして 前記認定のとおり

本件契約の成否をめぐって，脱退原告と被告との間に長年にわたる紛争が存

在し，タイ王国及び中国においては東京高裁判決と異なる判断が出されるな

ど，上記紛争は相当複雑かつ激しいものとなっており，現時点では，紛争解

決の確たる見通しを立てることは困難な状況にあること，などの事情を鑑み

ると，本件独占的利用権を脱退原告から参加人に譲渡することにより，参加

人の事業として本件独占的利用権に基づく事業を展開することとし，本件債

権譲渡の対価について上記のような合意をした旨の，脱退原告らの上記供述

は，特段不自然なものとは認められない。

上記事実を考慮すると，本件債権譲渡は，脱退原告が参加人と通じてした

虚偽の意思表示によるものとは認められず，また，公序良俗に違反するもの

とも認められないというべきである。

また，上記認定事実に照らすと，本件債権譲渡が，参加人に訴訟行為を行
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わせることを主たる目的としてされたものとは認められず，参加人が，他人

の権利を譲り受けて訴訟その他の手段によってその権利の実行をすることを

業とする者であるとも認められないから，本件債権譲渡は，信託法１０条及

び弁護士法７３条に違反するものでもない。

以上のとおり，本件債権譲渡が無効であるとする被告の主張は，いずれも

理由がない。

７ 争点６（商事消滅時効の成否）について

( ) 債務不履行に基づく損害賠償請求について1

， ，被告は 平成２１年６月２６日の本件第２５回弁論準備手続期日において

被参加事件の訴えが提起された平成１８年５月１８日から５年をさかのぼっ

た平成１３年５月１７日以前に生じた本件損害賠償請求権について，商事消

滅時効を援用するとの意思表示をした。

契約上の債務の不履行を原因とする損害賠償債務は，契約上の債務がその

態様を変じたにすぎないものであるから，当該契約が商行為たる性格を有す

るのであれば，上記損害賠償債務も，その性格を同じくし，商行為によって

生じた債務（商法５１４条）に当たるといえる（最高裁判所昭和４７年５月

２５日第１小法廷判決・裁判集民事１０６号１５３頁参照 。。）

したがって，本件損害賠償請求権は商行為から生じたものといえるから，

本件損害賠償請求権のうち，平成８年５月１７日から平成１３年５月１７日

までに生じたもの（本件ライセンス契約①の締結及び平成１３年５月１７日

までに同契約を更新した行為を理由とする損害賠償請求権）については，商

事消滅時効が成立する。

これに対し，参加人は，被告の債務不履行の態様は社会的に許される範囲

を著しく逸脱するものであるから，被告が商事消滅時効を援用することは信

義則に反し権利濫用に該当すると主張する。

しかしながら，被告が本件ライセンス契約①を締結及び更新した行為は，
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本件契約の債務不履行に該当することは格別，これを超えて，かかる債務不

履行の態様が，社会的に許される範囲を逸脱し，被告において商事消滅時効

を援用することが，信義則に反し，権利濫用に該当するとは到底認めること

ができない。参加人の上記主張は理由がない。

( ) 不当利得返還請求について2

， ，被告は 平成２２年４月２０日の本件第３１回弁論準備手続期日において

本件不当利得返還請求権について商事消滅時効を援用するとの意思表示をし

た。

しかしながら，商事消滅時効について規定する商法５２２条が適用又は類

推適用されるべき債権は，商行為から生じたもの又はこれに準ずるものでな

ければならない。本件不当利得返還請求権は，商行為たる本件ライセンス契

約①に基づき被告が取得したライセンス料の返還に係るものではあっても，

被告が法律上の原因なく本件独占的利用権者である脱退原告に対するライセ

ンス料相当額の支払を免れたために，法律の規定によって発生する債権であ

り，商事取引関係の迅速な解決という要請を考慮すべき合理的理由に乏しい

から，商行為から生じた債権に準ずるものということはできない。

したがって，本件不当利得返還請求権の消滅時効期間は，民事上の一般債

権として，民法１６７条１項により１０年と解するのが相当であり（最高裁

判所昭和５５年１月２４日第１小法廷判決・民集３４巻１号６１頁参照 ，。）

これに反する被告の主張は理由がない。

( ) 本件損害賠償請求と本件不当利得返還請求の関係3

参加人は，本件訴訟において，本件損害賠償請求と本件不当利得返還請求

を選択的に請求しているところ，上記( )のとおり平成１３年５月１７日ま1

でに生じた本件損害賠償請求権については商事消滅時効が成立するため，本

件不当利得返還請求権に基づく認容額の方が，本件損害賠償請求権に基づく

請求より高額であると認められるから，不当利得返還請求権に基づく請求が
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認容されるべきである。

８ 以上によれば，参加人の請求は，被告に対して不当利得返還請求権に基づき

１６３６万３６３６円及びこれに対する平成１８年５月２６日から支払済みま

で民法７０４条前段所定の年５分の割合による法定利息の支払を求める限度で

理由がある。

， ， ，よって 参加人の請求は 主文第１項の限度で理由があるからこれを認容し

その余の請求はいずれも理由がないから，これを棄却することとし，主文のと

おり判決する。

東京地方裁判所民事第４７部

裁判長裁判官 阿 部 正 幸

裁判官 山 門 優

裁判官 柵 木 澄 子


